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 I 
概要書 
 地方公共団体の財務業績、財政状態は非常に厳しい状況にある。地方財政の財源不足は景気
後退に伴う地方税、地方交付税等の税収の落込みや減税等により、大幅に拡大している。また
地方公共団体の借入金残高は、税収の補てん、景気対策等のための地方債の増発等により急増
し、平成 21 年度末には 197 兆円、対 GDP 比も 38.6％となっている。 
 地方公共団体の財政状態を改善するためにはまず、資産及び負債の現状を知る必要がある。
従来、各地方公共団体は貸借対照表を作成していなかったが、現在は多くの地方公共団体が貸
借対照表の作成又は作成の準備を進めている。貸借対照表を作成する上では、固定資産の評価
方法などいくつかの問題が残っているが、全体としては適正な方向に進んでいると考える。 
 しかし、資産の売却及び売却資金による負債の圧縮は一時的なものであり、長期的に財政状
態の健全性を維持するためには、損益計算書に相当する計算書類の作成及び分析が不可欠であ
る。過去、税収で費用を賄うことができた頃は現金出納帳だけで充分であった。しかしながら、
税収は減り、高齢者社会を迎え介護・医療費等が今後ますます増加すると推定される現状にお
いては、税収と費用のバランスを的確に把握する必要がある。 
 そこで、主に地方公会計における損益計算書に相当する計算書のあるべき姿について考察し
ていきたいと考えた。 
 我が国には公会計基準設定団体が存在していないため、企業会計のような基準は存在しない。
その代わりに、総務省及び東京都が公会計モデルを公表している。総務省は平成 18 年 5 月に
総務省方式改訂モデルと基準モデルを、東京都は平成 17 年 8 月に東京都会計基準を公表して
いる。なお、総務省方式改訂モデルと基準モデルを合わせて新地方公会計モデルという。 
 現在最も多く採用されているモデルは総務省方式改訂モデルであるが、当該モデルは複式簿
記及び発生主義を採用しておらず、また税収を純資産計上しているという問題点がある。また
基準モデルについては複式簿記及び発生主義を採用しているものの、固定資産の時価評価、税
収を資本取引として処理している、ストック型の純資産計算書を作成しているという問題点を
有している。 
 本論文では基準モデルにおけるストック型の純資産計算書と総務省両モデルの税収の処理
方法について論じていきたいと思う。なお、税収と費用のバランスを的確に把握する必要があ
ると考えることから、本論文では、税収の処理方法をメインに論じていく。 
 まず第１章で我が国の３つの公会計モデルの特徴を比較し、第２章で新地方公会計モデルの
問題点を整理していく。そして、第３章で基準モデルにおける純資産変動計算書の問題点を指
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摘し、第４章では新地方公会計モデルにおける税収の処理方法の問題点を指摘する。 
 第１章では３つの公会計モデルを比較してるが、大きく①財務諸表の作成方法、②財務諸表
の表示方法、③固定資産の範囲及び評価方法、④税収及び減価償却の取扱の点で違いがある。 
 第２章では新地方公会計モデルの問題点について整理している。まず総務省方式改訂モデル
には①複式簿記・発生主義を採用していない②行政コスト計算書に税収や国庫補助金等の収入
を計上していない③資金収支計算書における地方債の処理方法④固定資産の管理が不十分⑤
出納整理期間を採用しているなどの問題点がある。 
 一方、基準モデルについては、①日々仕訳をしない方法が認められている②資産部の表示区
分③行政コスト計算書に税収や国庫補助金等の収入を計上していない④ストック型の純資産
変動計算書を採用している⑤減価償却費のすべてが費用計上されない⑥出納整理期間を採用
しているなどの問題点がある。 
 第３章では、基準モデルがストック型の純資産変動計算書を採用している点を取り上げ、固
定資産及び長期資産の増減が生ずる場合には一取引二仕訳になってしまうこと及び、明瞭性を
欠く点を指摘している。 
 第４章では新地方公会計モデルが税収を純資産変動計算書に計上している点を取り上げ、ま
ず税金の根拠等について考察し、次に税金の６つの処理方法①単一エンティティ説②複数エン
ティティ説③資金流入説④持分説⑤費用控除説⑥負債説を整理している。税収を純資産変動計
算書に計上した場合、①税収が費用を賄うのに十分であるかが把握しづらい。②報告主体が大
赤字であるかのような誤解を与える。③支払った税金に対して持分があるかのような誤解を与
える。④報告主体の収入の内訳が把握しにくい。といった問題がある点を指摘してる。 
 これらの問題は我が国の財政状況考慮すると早急に改善されるべきと考え、税収は行政コス
ト計算書に計上し、純資産変動計算書は企業会計と同様にフロー型のものを採用すべきと私は
考える。 
 なお、この論文では触れていないが、仮に基準モデルにおける問題点が改善されたとしても
大きな問題がある。それは大多数の地方公共団体が総務省方式改訂モデルを採用している点で
ある。総務省方式改訂モデルは複式簿記・発生主義を採用していないため、固定資産の状況が
適切に把握できないといった問題や、期中に財政状態を把握できなといった問題がある。この
ような問題を解消するために地方公共団体は複式簿記・発生主義を導入すべきである。複式簿
記・発生主義の導入には国が音戸を取って地方公共団体に導入させるのも一つの方法ではある
が、東京都や大阪府のように各地方公共団体が自らの自治体の財政状態にもっと危機感を持ち、
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自主的に複式簿記・発生主義の導入を進めても良いのではないかと考える。 
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はじめに 
 
 地方公共団体は、福祉、学校教育、消防、道路や河川等の社会基盤の整備等、国民生活に密
接に関連する行政を実施している。地方財政の果たす役割は大きく、地方財政は国の財政と並
び、極めて重要なものである。今後も、尐子・高齢化社会に向けた介護・医療など地方公共団
体が担うべき役割は大きくなる。 
 しかしながら地方公共団体の財務業績、財政状態は非常に厳しい状況にある。地方財政の財
源不足は景気後退に伴う地方税、地方交付税等の税収の落込みや減税等により、大幅に拡大し
ている。また地方公共団体の借入金残高は、税収の補てん、景気対策等のための地方債の増発
等により急増し、平成 21 年度末には 197 兆円、対 GDP 比も 38.6％となっている。このよう
な状況では負債はさらに増加し、地方公共団体の破綻に至る可能性もある。 
 地方公共団体の財政状態を改善するためにはまず、資産及び負債の現状を知る必要がある。
従来、各地方公共団体は貸借対照表を作成していなかったが、現在は多くの地方公共団体が貸
借対照表の作成又は作成の準備を進めている。貸借対照表を作成する上では、固定資産の評価
方法などいくつかの問題が残っているが、全体としては適正な方向に進んでいると考える。 
 しかし、資産の売却及び売却資金による負債の圧縮は一時的なものであり、長期的に財政状
態の健全性を維持するためには、損益計算書に相当する計算書類の作成及び分析が不可欠であ
る。過去、税収で費用を賄うことができた頃は現金出納帳だけで充分であった。しかしながら、
税収は減り、高齢者社会を迎え介護・医療費等が今後ますます増加すると推定される現状にお
いては、税収と費用のバランスを的確に把握する必要がある。 
 そこで、主に地方公会計における損益計算書に相当する計算書のあるべき姿について考察し
ていきたいと考えた。 
 我が国には公会計基準設定団体が存在していないため、企業会計のような基準は存在しない。
その代わりに、総務省及び東京都が公会計モデルを公表している。総務省は平成 18 年 5 月に
総務省方式改訂モデルと基準モデルを、東京都は平成 17 年 8 月に東京都会計基準を公表して
いる。なお、総務省方式改訂モデルと基準モデルを合わせて新地方公会計モデルという。また、
総務省は平成 13 年 3 月に総務省方式（旧総務省方式とも呼ばれる）を公表していたが、総務
省は都道府県及び人口 3 万人以上の都市は平成 21 年度までに、町村及び人口 3 万人未満の都
市は平成 23 年度までに新地方公会計モデルに移行するよう要請している。従って現在は移行
期間であるため総務省方式を採用している地方公共団体も存在する。 
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 現在最も多く採用されているモデルは総務省方式改訂モデルであるが、当該モデルは複式簿
記及び発生主義を採用しておらず、また税収を純資産計上しているという問題点がある。また
基準モデルについては複式簿記及び発生主義を採用しているものの、固定資産の時価評価、税
収を資本取引として処理している、ストック型の純資産計算書を作成しているという問題点を
有している。 
 本論文では基準モデルにおけるストック型の純資産計算書と総務省両モデルの税収の処理
方法について論じていきたいと思う。なお、税収と費用のバランスを的確に把握する必要があ
ると考えることから、本論文では、税収の処理方法をメインに論じていく。 
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第１章 我が国の公会計モデル 
 
第１節 公会計の定義 
 まず、公会計とは何かを定義していきたいと思う。 
 米田[2009]によれば公会計は次のように定義される。 
狭義説：国と地方公共団体を会計主体とする考え方で、政府会計といわれる。 
広義説：政府会計に公企業を含めたもの。 
最広義説：広義説に非営利組織を含めたもの。 
 また、山本[2005]は公会計の定義を政府会計に公企業と独立行政法人を加えたものとしてい
る。公企業とは国や地方公共団体が保有する企業で、特別会計に予算が計上される。 
病院、市場、交通事業、電気事業、水道事業などがあり、より具体的には都営地下鉄などがこ
れに該当する。また、非営利組織とは公益法人、独立行政法人、などを指し、連結の対象とな
る。より具体的には、(財)東京都交響楽団、(社福)東京都社会福祉事業団、公立大学法人首都大
学東京、などがある。 
 当論文では狭義説の政府会計の地方公共団体についての会計を対象とする。 
 なお、あくまで参考であるが、公会計とよく混同される非営利会計は、公益法人会計、学校
法人会計、社会福祉法人会計、独立行政法人・国立大学法人の会計、医療法人・病院の会計の
ことを指している。 
 
第２節 我が国の公会計の動向 
 この節では我が国の公会計の動向についてみていきたいと思うが、まずは世界における公会
計の動向についてみていきたいと思う。 
 アメリカ、イギリス、フランス、オーストラリア、ニュージーランドなどの国では、各国が
独自の公会計基準を設定し、運用している。現在は企業会計と同様、公会計においても公会計
の国際化が国際会計士連盟（International Federation of Accountants:「IFAC」）の審議会・
委員会で検討・討議され、国際公会計基準（International Public Sector Accounting Standard:
「IPSAS」）の策定が進められている。 
 それでは、我が国ではどうであろうか。はじめにでも述べたが、上述の国とは違い、我が国
には公会計基準設定団体が存在していないため、企業会計のような基準は存在しない。その代
わりに、総務省及び東京都が公会計モデルを公表している。総務省は平成 18 年 5 月に総務省
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方式改訂モデルと基準モデルを、東京都は平成 17 年 8 月に東京都会計基準を公表している。
なお総務省方式改訂モデルと基準モデルを合わせて新地方公会計モデルという。 
 また総務省は平成 13 年 3 月に総務省方式（旧総務省方式とも呼ばれる）を公表していたが、
総務省は都道府県及び人口 3 万人以上の都市は平成 21 年度までに、町村及び人口 3 万人未満
の都市は平成 23 年度までに新地方公会計モデルに移行するよう要請している。従って現在は
移行期間であるため総務省方式を採用している地方公共団体も存在する。現在我が国には４つ
の公会計モデルが存在することになるが、平成 23 年度までには 3 つになる予定である。 
図表 1-1 公会計モデルが公表された年 
 
 
 
        出典：筆者作成 
図表 1-2 我が国の公会計モデル 
 
 
 
 
 
        出典：筆者作成 
 では、我が国の現在の公会計モデルの採用状況はどのようになっているのであろうか。 
総務省が財務書類の作成状況等を平成 22 年 6 月に「地方公共団体の平成 20 年度版財務書類の
作成状況等」で公表している。次の表は平成 19 年度と平成 20 年度の状況である。この調査に
よると財務諸表を作成している地方公共団体は増加しており、未作成の地方公共団体が減尐し
ていることがわかる。また総務省方式改訂モデルを採用している地方公共団体が圧倒的に多い
ことがわかる。後述するが、これは総務省方式改訂モデルは財務諸表の作成が簡便だからと推
測される。 
 財務諸表を作成している地方公共団体が増加していることは大変好ましい状況であるが、各
公会計モデルにはどのような違いがあるのだろうか。次節で各モデルの違いをみていく。 
 
 
 
総務省 
 
東京都――東京都会計基準 
 
基準モデル 
総務省方式改訂モデル 
新地方公会計モデル 
総務省方式 
平成 13 年 3 月 総務省モデル公表 
平成 17 年 8 月 東京都会計基準公表 
平成 18 年 5 月 新地方公会計モデル公表 
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図表 1-3 平成 20 年度決算に係る財務書類の整備状況 
 
出典：総務省[2010]p.1 
 
図表 1-4 平成 19 年度決算に係る財務書類の作成見込み 
 
出典：総務省[2010]p.2 
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第３節 ３つの公会計モデルの比較 
第１項 ３つの公会計モデルの相違点 
 まず結論から述べてしまえば、３つの公会計モデルの主な相違点は図表 1-5 の通りであるが、
次の項から各モデルの特徴についてもう尐し詳しくみていく。 
図表 1-5 各モデルの比較 
 
出典：総務省[2007]p.2、東京都・大阪府[2010]pp.60-61、米田[2010]p.84、を基に筆者作成 
総務省方式改訂モデル 基準モデル
新地方公会計制度研究会報告書 新地方公会計制度研究会報告書 東京都会計基準
・貸借対照表
・行政コスト計算書
・純資産変動計算書
・資金収支計算書
・貸借対照表
・行政コスト計算書
・純資産変動計算書
・資金収支計算書
・貸借対照表
・行政コスト計算書
・正味財産変動計算書
・キャッシュ・フロー計算
書
官庁会計決算（決算統計）の
組替又は台帳の積み上げにより作成
・発生主義
・日々仕訳又は一括変換方式による
複式簿記のデータから作成
・発生主義
・日々仕訳による複式簿記
のデータから作成
貸借対照表
（資産の表示）
・公共資産
・投資等
・流動資産
・金融資産
・非金融資産
・流動資産
・固定資産
行政コスト計算書
・税収などの財源を計上しない
・行政コストを目的別に表示する
・税収などの財源を計上しない
・税収などの財源を収入と
して計上する
純資産変動計算書
・税収等を計上する
・臨時損益等を計上する
・固定資産の財源等についても表示
・税収等を計上する
・固定資産の増減及びその財源等の
内訳も表示する
正味財産（純資産）の
変動状況を表示する
キャッシュ・フロー計算書等
・経常的収支
・公共資産整備収支
・投資・財務的収支
※区分及び公債等の扱いが他と異なる
・経常的収支
・資本的収支
・財務的収支
・行政サービス活動
・社会資本整備等投資活動
・財務活動
当初は建設事業費の範囲
※段階的に拡張し、立木、物品、地上
権、ソフトウェアなどを含めることを
想定
全ての固定資産 全ての固定資産
段階的に整備
売却可能資産、土地を優先
導入時に整備し、
その後継続的に更新
導入時に整備し、
その後継続的に更新
初年度期首残高
現存する固定資産をすべてリスト
アップし、公正価値で評価する。
継続作成時
・発生主義的な財務データから固定
資産情報を作成
・インフラ資産以外の土地：３年に
一度公正価値で再評価
・償却資産：原則として再評価は行
わない
税収の取扱
純資産の変動項目を一括表示すること
が明瞭であるとして純資産に計上
住民からの拠出と考え純資産に計上
（出資説）
行政サービスの提供に要し
た費用に対する財源という
概念に基づき主たる財源で
ある税収は行政コスト計算
書の収入とする
（収益説）
減価償却 全て費用計上
・事業用資産：費用計上
・インフラ資産：直接減耗により直
接純資産を減額する
全て費用計上
反映 反映 反映
東京都会計基準
出納整理期間の取扱
固定資産の算定方法
費用と収益の範囲
・売却可能資産：原則として時価評価
・売却可能資産以外：過去の建設事業
費の積み上げにより算定
※段階的に固定資産情報を整備
新地方公会計モデル
原則として
取得原価
基準の根拠
作成方法
財務諸表の体系
財務諸表の表示
固定資産の範囲
固定資産台帳
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第２項 総務省方式改訂モデルの特徴 
（１）根拠となる基準 
  総務省方式改訂モデルは総務省が平成 18 年 5 月に公表した新地方公会計制度研究会報告
書に記載されたものであり、同報告書及び総務省が平成 19 年 10 月に公表した新地方公会計制
度実務研究会報告書に財務諸表の作成方法が詳細に記載されている。 
（２）財務諸表の体系 
 総務省方式改訂モデルの財務諸表は貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資
金収支計算書の４つであり、企業会計に似ている。なお、行政コスト計算書とは企業会計にお
ける損益計算書に相当するものである。 
 図表 1-6～1-9 は総務省方式改訂モデルにおける財務４表の雛型である。 
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図表 1-6 貸借対照表 
 
出典：総務省[2007]p.203 
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図表 1-7 行政コスト計算書 
 
出典：総務省[2007]p.204 
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図表 1-8 純資産変動計算書 
 
出典：出典：総務省[2007]p.205 
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図表 1-9 資金収支計算書 
 
出典：総務省[2007]p.206 
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（３）財務諸表の作成方法 
 総務省方式改訂モデルは固定資産台帳、発生主義及び複式簿記によらず、既存の決算統計を
組み替えて財務４表を作成する。なお、決算統計とは、地方財政状況調査表のことであり、全
国の地方公共団体の決算状況を統一的に比較するために共通した計算方法によって作成する
普通会計ベースの決算資料である。この地方財政状況調査は「地方自治法等の規定に基づく地
方公共団体の報告に関する総理府令」に基づいて、毎年各自治体で定期的に実施される。また、
決算統計の集計結果に基づき、各都道府県・市町村ごとの普通会計歳入・歳出決算額、各種財
政指標等の状況について、各自治体ごとに一覧表にしたものを決算カードという。図表 1-10
が決算カードである。 
 総務省方式改訂モデルはこの決算統計等を基に図表 1-11（大原学園[2010]、『公会計講座～
公会計編～』テキスト p.12 から引用）のようなプロセスを経て財務諸表を作成している。 
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図表 1-10 決算カード 
 
出典：国立市平成 20 年度普通会計決算カード 
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図表 1-11 財務 4 表作成プロセス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（歳出） 
 建設事業費 
 人件費 
（歳入） 
 地方税収 
 国庫補助金 
 使用料収入 
 
固定資産金額の集計 
減価償却の計算 
固定資産対応財源の
増減管理 
（資産） 
有形固定資
産 
未収入金 
 
未収入金 
未払金 
引当金情報 
固定資産 
国庫補助金 
減価償却費 
非資金情報 
歳入歳出決算
書 
固定資産金額の集計表 
貸借対照表 
 （負債） 
未払金 
引当金 
（純資産） 
国庫補助金 
純資産変動計算書 
 純経常行政
コスト 
期末純資産
残高 
期首純資産
残高 
 
地方税収 
行政コスト計算書 
 （費用） 
減価償却費 
人件費 
（収益） 
使用料収入 
純経常行政
コスト 
期首残高 
 
収入 
 
支出 
 
期末残高 
 
資金収支計算書 
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（４）財務諸表の表示 
①貸借対照表 
 資産の部を公共資産、投資等、流動資産と区分しており、固定性配列法を採用している。 
②行政コスト計算書 
 経常行政コストと経常収益及びその差額である純経常行政コストを表示する。また、税収を
計上しない及び行政コストを目的別に表示するという特徴がある。なお、行政コストを目的別
に表示するのは決算統計に基づいているからである。 
③純資産変動計算書 
 税収及び国庫補助金を計上し、また科目振替の項目により、公共資産整備等対する財源が示
される。また、固定資産の除売却損益は行政コスト計算書に計上せず、純資産変動計算書に計
上する。 
④キャッシュ・フロー計算書 
 経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支という区分になっている。公定資産の増
加については公共資産整備収支に区分されるものと投資・財務的収支に区分されるものがある。
また地方債発行収入と基金の繰入による収支が充当先によって３つに区分される点が特徴で
ある。 
（５）固定資産 
 総務省方式改訂モデルにおける固定資産の範囲は当初は建設事業費の範囲とし、段階的に立
木、物品、地上権、ソフトウェア等を追加していく。また固定資産台帳については売却可能資
産、土地を優先に段階的に整備していく。固定資産の評価については、売却可能資産は時価評
価を原則とし、売却可能資産以外については取得原価とする。 
（６）費用と収益の範囲 
 税収を純資産の変動項目を一括表示することが明瞭であるとして純資産変動計算書に計上
している点が特徴的である。なお、減価償却費をすべて費用計上している点は企業会計と同じ
である。 
（７）出納整理期間 
 出納整理期間とは、年度終了後から 5 月 31 日の出納閉鎖期日までを出納閉鎖期間として、
その間の収入・支出のうち、前年度に帰属するものについては、前年度の収入・支出とするも
のである。 
 総務省方式改訂モデルではこの出納整理期間を反映させている。 
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第３項 基準モデルの特徴 
（１）根拠となる基準 
 基準モデルは、総務省方式改訂モデルと同じく総務省が平成 18 年 5 月に公表した新地方公
会計制度研究会報告書に記載されたものであり、同報告書及び総務省が平成 19 年 10 月に公表
した新地方公会計制度実務研究会報告書に財務諸表の作成方法が詳細に記載されている。 
（２）財務諸表の体系 
 基準モデルの財務諸表は貸借対照表(B/S)、行政コスト計算書(P/L)、純資産変動計算書
(NWM: Net Worth Matrix )、資金収支計算書(C/F)の４つであり、総務省方式改訂モデルと同
じである。 
 図表 1-12～1-15 は基準モデルにおける財務４表の雛型である。 
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図表 1-12 貸借対照表（BS） 
 
出典：総務省[2007]p.52 
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図表 1-13 行政コスト計算書（PL） 
 
出典：総務省[2007]p.53 
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図表 1-14 純資産変動計算書（NWM） 
 
出典：総務省[2007]p.54 
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図表 1-15 資金収支計算書（CF） 
 
出典：総務省[2007]p.55 
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（３）財務諸表の作成方法 
 基準モデルは発生主義・複式簿記を採用して財務４表を作成する。作成プロセスは図表 1-16
のような流れになる。 
 ただし、複式簿記といっても企業のように日々仕訳をする方法の他に、決算統計のデータを
決算時期に一括して財務諸表の科目に変換する方法も認められている。基準モデルを採用して
いる地方自治体の大半が後者の方法を採用している。また、企業のように複式仕訳で入力する
のではなく、普通会計の歳入歳出のデータから複式簿記を作成している。歳入歳出データから
複式簿記への変換は図表 1-17 のような流れである。 
 
図表 1-16 財務 4 表作成プロセス 
 
出典：総務省[2007]p.23 
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図表 1-17 歳入歳出データの複式簿記への変換 
 
出典：総務省[2007]p.32 
 
（４）財務諸表の表示 
①貸借対照表 
 資産の部を金融資産、非金融資産に区分をしている。一方で、負債の部については流動負債、
非流動負債に区分している。 
②行政コスト計算書 
 経常費用と経常収益及びその差額である純経常費用を表示する。また、総務省方式改訂モデ
ルと同様に税収を計上しないという特徴がある。 
③純資産変動計算書 
 税収、社会保険料、国庫補助金などの移転収入の全てを計上し、インフラ資本の減価償却費
に相当する直接資本減耗など複数の項目を計上する。また固定資産の形成に充当される財源な
どの内訳等を表示する。すなわち、企業会計のようなフロー型の純資産変動計算書ではなく、
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ストック型の純資産変動計算書を採用している。 
④キャッシュ・フロー計算書 
 経常的収支、資本的収支、財務的収支という区分になっており、企業会計とほぼ同じ区分に
なっている。 
 
 上記（ⅰ）～（ⅳ）のような特徴を踏まえると、財務４表の相互関係は図表 1-18 のように
なる。純資産変動計算書（図表 1-18 では NWM）の変動要因の一部しか損益計算書に表示さ
れない点及び貸借対照表と損益計算書が連携していない点が特徴である。亀井[2008]は、計算
構造の観点から見た場合、基準モデルは複式簿記が適用されるにもかかわらず、貸借対照表と
損益計算書（行政コスト計算書）との間の関係は全くなく、両者の間には「純資産変動計算書」
が介在することとなり、「直列型システム」になってしまっている。と指摘している。 
 
図表 1-18 財務４表の相互関係 
 
出典：総務省[2007]p.19 
 
（５）固定資産 
 基準モデルにおける固定資産の範囲は総務省方式改訂モデルと違い全ての固定資産を対象
としている。また固定資産台帳については導入時に整備し、以降継続的に更新していく。固定
資産の評価については、導入初年度はインフラ資産以外の土地については固定資産税評価額を
基礎として算定し、償却資産については再調達価額から減価償却累計額を控除した額で評価す
る。以降インフラ資産以外の土地については３年に一度公正価値で再評価を行い、償却資産に
ついては原則として再評価は行わない。 
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図表 1-19 固定資産の再評価 
 
出典：日本公認会計士協会[2008]p.25 を筆者が一部修正 
 
（６）費用と収益の範囲 
 税収を住民からの拠出と考え純資産変動計算書に計上している。また、減価償却費について
は、固定資産を事業用資産とインフラ資産に分類し、事業用資産については減価償却費を計上
し、インフラ資産については直接資本減耗により純資産変動計算書に計上している。 
（７）出納整理期間 
 基準モデルにおいても総務省方式改訂モデルと同様、出納整理期間を反映させている。 
 
第４項 東京都会計基準の特徴 
（１）根拠となる基準 
 東京都会計基準は平成 17 年 8 月に公表したものであり、東京都会計基準にその内容が記載
されている。 
（２）財務諸表の体系 
 東京都会計基準の財務諸表は貸借対照表、行政コスト計算書、正味財産変動計算書、キャッ
シュ・フロー計算書の４つから構成される。名称は新地方公会計モデルと異なるが、その役割
は基本的に同じである。 
 図表 1-20～1-23 は東京都会計基準における財務４表の雛型である。 
 
 
 
 
 
土地（注）
土地以外の資産
（建物・工作物等）
初年度
固定資産税評価額を基礎として算定
（実務報告書第150段）
原則として再調達価額から
減価償却累計額を控除した金額
（実務報告書152段）
継続作成時
3年ごとに再評価
（実務報告書第147段）
再評価は行わない
（実務報告書第146段）
（注）ただし、インフラ資産と不可分一体になっている土地については取得価額（不明な場合は再調達価額）で計上し、
再評価は行わない（実務報告書第151段）。
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図表 1-20 貸借対照表 
 
出典：東京都[2006b]p.4 
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図表 1-21 行政コスト計算書 
 
出典：東京都[2006b]p.5 
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図表 1-22 正味財産変動計算書 
 
出典：東京都[2008]p.77 
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図表 1-23 キャッシュ・フロー計算書 
 
出典：東京都[2006b]p.6 
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（３）財務諸表の作成方法 
 東京都会計基準は発生主義・複式簿記を採用して財務４表を作成する方式である。東京都会
計基準では日々仕訳を行い、基準モデルのように決算時期に一括して財務諸表科目に変換する
方法は採用していない。ただし、東京都も決算カードを作成し総務省に提出する必要があるた
め、現金主義による決算書も作成している。そのため予算執行の都度、現金主義による記録と
発生主義・複式簿記による記録の両方を行っている。図表 1-24 は東京都会計基準の財務会計
システムを図にしたものである。 
 また、発生主義・複式簿記による記録は、日々の予算執行の中で「仕訳区分」という予算科
目から勘定科目への変換コードを追加入力することによって仕訳を行っている。まず、この仕
訳区分でキャッシュ・フロー計算書のどの区分に計上するかを決定する。そしてキャッシュ・
フロー計算書の社会資本整備等投資活動及び財務活動に区分されるものを貸借対照表に計上
し、行政サービス活動に入るものを行政コスト計算書に計上する。作成プロセスは図表 1-25
のような流れになる。 
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図表 1-24 財務会計システム 
 
出典：東京都[2008]p.27 
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図表 1-25  財務諸表の作成プロセス 
 
出典：東京都[2008]p.29 を筆者が一部修正 
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（４）財務諸表の表示 
①貸借対照表 
 資産の部を流動資産、固定資産に区分をしており、企業会計と同様である。 
②行政コスト計算書 
 行政収支、金融収支、特別収支の３つに分類し、企業会計に近い分類で収入と費用を区分し
ている。また、新地方公会計モデルと異なり税収を計上する。 
③純資産変動計算書 
 国庫支出金、負担金等の収入のうち固定資産の取得の財源となるものや、受贈された固定資
産など、正味財産の増減となるものを計上する。企業会計と同様にフロー型の純資産変動計算
書を採用している。 
④キャッシュ・フロー計算書 
 行政サービス活動、社会資本整備等投資活動、財務活動という区分になっており、企業会計
と同じ考え方を採用している。 
 
 上記（ⅰ）～（ⅳ）のような特徴及び前述の作成プロセスを踏まえると、財務諸表の公図は
図表 1-26 のようになる。キャッシュ・フロー計算書から貸借対象と行政コスト計算書を作成
している点が特徴である。 
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図表 1-26 財務諸表の構造 
 
出典：東京都[2006a]p28. 
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（５）固定資産 
 東京都会計基準における固定資産の範囲は基準モデルと同様、全ての固定資産を対象として
いる。また固定資産台帳については導入時に整備し、以降継続的に更新していく。固定資産の
評価については、企業会計と同様に取得原価で評価し、再評価は行わない。 
（６）費用と収益の範囲 
 東京都会計基準では１年間の財務業績を明らかにすることを目的とし、税収を含むほぼすべ
ての収入を行政コスト計算書に計上している。また、減価償却費については、償却資産の減価
償却費を行政コスト計算書に計上している。ただし、固定資産のうち道路の舗装部分など個々
の固定資産としての管理が難しく、全体として１つの機能をはたしているものについては取替
法を採用している。 
（７）出納整理期間 
 東京都会計基準においても新地方公会計モデルと同様、出納整理期間を反映させている。 
 
 この章では我が国の３つの公会計モデルの特徴を整理したが、第２章では新地方公会計モデ
ルの問題点を整理していく。 
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第２章 新地方公会計モデルの問題点 
 
 この章では新地方公会計モデルにおける問題点を整理していく。東京都会計基準は我が国の
企業会計に似たシステムを採用しており、また国際公会計基準とも近いため、出納整理期間以
外についての論点があまりない。一方、新地方公会計モデルは総務省が独自に作成しており、
我が国の企業会計や国際公会計基準と比較しても独特の方法を採用している点が多い。そのた
めこの章では新地方公会計モデルについてみていきたいと思う。 
 
第１節 総務省方式改訂モデルの問題点 
第１項 財務諸表の作成方法 
 総務省方式改訂モデルは固定資産台帳、発生主義及び複式簿記によらず、既存の決算統計を
組み替えて財務４表を作成しているが、この方法によれば新たなシステムの導入等をしなくて
よいので、コスト的な負担が尐ないというメリットがある。 
 しかしながら、決算統計の組み替えでは固定資産情報に個々の固定資産の種類や耐用年数を
反映させることができず、正確な固定資産額や減価償却費を把握することができないという問
題がある。また、廃棄した固定資産や、国・地方自治体間で異動した固定資産も決算統計には
反映されないため、実際に保有している固定資産の金額と乖離したものとなってしまう。 
 
第２項 財務諸表の表示 
（１）行政コスト計算書 
 行政コスト計算書で、税収や国庫補助金等を計上しないため、財源の一部しか表示されず、
費用と財源のバランスを行政コストでは見えないという問題がある。 
（２）資金収支計算書 
 固定資産の増加については公共資産整備収支に区分されるものと投資・財務的収支に区分さ
れるため、固定資産の増減と資金の関連が目えにくいという問題がある。また地方債発行によ
る収入が充当先によって３つに区分されるされるため、地方債発行に係る資金の総額が見えに
くいという問題もある。 
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第３項 費用と収益の範囲 
（１）税収 
 総務省方式改訂モデルでは、税収をを純資産の変動項目を一括表示することが明瞭であると
して純資産変動計算書に計上している。しかし②（ⅰ）でも指摘したが、税収を始めとする大
半の収入を純資産変動計算書に計上すると、費用とその財源が行政コスト計算書で把握できな
くなり、財務業績を明らかにすることができないという問題がある。 
（２）減価償却費 
 総務省方式改訂モデルにおける減価償却費の算定は、決算統計の積み上げにより算定する場
合は大きな資産グループを単位として算出するため、資産の種類や構造が判明せず、経済的実
態を反映したコスト情報が把握できないという問題がある。 
 
第４項 出納整理期間 
 総務省方式改訂モデルにおいても、年度終了後から 5 月 31 日までの出納閉鎖期間を反映し
ている。 
 我が国の地方公公共団体の会計年度は、地方自治法第 208 条 1 項で「普通地方公共団体の会
計年度は、毎年 4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わるものとする。」と定めている。その
一方で地方自治法第 235 条の 5 で「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5 月 31 日をもって
閉鎖する。」と定めている。 
 
      4/1                                      3/31                5/31 
 
 
 
 
 出納整理期間を設けることにより、会計年度終了後の収入もしくは支払いを、翌期ではなく
現会計年度のものとして会計認識することになる。この方法の意図は、その会計期間に関する
収入・支出が会計年度末までに完結しなかったときに生じるずれの問題をいくらかでもカバー
しようとするものである。 
 出納整理期間という概念は企業会計には当然に存在せず、官庁会計特有のものである。しか
し、この出納整理期間という考え方は、発生主義を採用していない場合においても会計年度独
会計年度 
出納整理期間 
 出
納
閉
鎖
期
日 
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立の原則に反し、一期間の歳入歳出の状況を適切に表示せず、妥当ではない。 
 また、総務省[2007]第 209 段で将来的に発生主義を全面的に導入することを示唆してるる。
発生主義を採用している場合には、適切な期間の活動状況と財政状態を表示するために、なお
のこと発生時点を無視するような方法を採用してはならない。 
 
第２節 基準モデルの問題点 
第１項 財務諸表の作成方法  
 基準モデルは発生主義・複式簿記を採用して財務４表を作成するが、日々仕訳する方法ん他
に、決算統計のデータを決算時期に一括して財務諸表の科目に変換する方法も認められている。 
 歳入歳出データだけでは会計処理が確定できない場合に、追加で調査が必要になるという問
題がある。東京都・大阪府[2010、p.54]に次のようの例が記載されている。「工事に関する支出
をまとめて「工事請負費」という予算科目で支出した場合に、同支出は修繕（費用の発生）と
なるのか、固定資産の形成（資産の増加）となるかについて、個別に遡って精査して区分する
必要が生じる。」このような取引が複数ある場合、決算時期に財務諸表作成の負担が集中して
しまう。また、期中に財務諸表は作成されないため、期中に財政状態等を把握することができ
ないといった問題もある。 
 
第２項 財務諸表の表示 
（１）貸借対照表 
 資産の部はを金融資産、非金融資産に区分をしているが、一方で、負債の部については流動
負債、非流動負債に区分している。資産の部は資産の金融商品性に着目して区分しているのに
対し、負債の部は流動、固定に着目して区分しており、資産の部と負債の部の整合性が取れて
いないという問題がある。 
（２）行政コスト計算書 
 基準モデルについても行政コスト計算書に税収や国庫補助金等を計上しないため財源の一
部しか表示されず、費用と財源のバランスが行政コスト計算書では見えないという問題がある。
また、基準モデルにつては総務省[2006]第 153段に行政コストの役割を「行政コスト計算書は、
会計期間中の地方公共団体の業績、すなわち費用・収益の取引高を明らかにすることを目的と
して作成する。」と記載しているが、費用・収益の取引高を明らかにすることを目的なのであ
れば、税収や国庫補助金等も計上した方がより明瞭なのではないかと考える。これについて東
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京都・大阪府[2010、p.49]では「行政コスト計算書で何を明らかにするかということを明確に
した上で、収入・費用となるものと純資産の増減になるものについて、十分に検討し基準を策
定する必要がある。」と指摘している。 
（３）純資産変動計算書 
 基準モデルでは、固定資産の増減や減価償却費等を純資産変動計算書においてプラスとマイ
ナスで表示するため純資産変動計算書の情報量が非常に多くなっている。そのため明瞭性に欠
け、利用者にとって理解が容易ではないという問題がある。また固定資産及び長期資産の増減
が生ずる場合には財源仕訳という仕訳が新たに必要となり、一取引二仕訳となってしまうとい
う問題もある。 
 詳しくは第３章で説明をする。 
  
第３項 固定資産 
 インフラ資産以外の土地については３年に一度公正価値で再評価を行っているが、時価評価
が主観的になる可能性があるとともに、毎期時価評価することは実務的に不可能であるという
問題がある。これについて日本公認会計士協会[2008]第98段では「開始時簿価の算定に当たり
時価で評価を行うことは適切な方法であると考えられるが、我が国企業会計上、再評価が行わ
れておらず、定期的な再評価に必要な環境が整っていないことや、再評価に要するコストと得
られる便益を考慮すると、定期的な再評価を強制すべきではないと考えられる。」と指摘して
いる。また東京都・大阪府[2010]は「再評価を行う場合、より実質的な価値を反映した形で資
産の価額を表示できること、減価償却費により実質的な更新費用の見積が可能となることなど
のメリットがある。固定資産の計上について取得原価か再評価を行うかについては、メリッ
ト・デメリットがあり、どちらが正しいというものではない。しかし、諸外国の公会計の基準
については、基本的に企業会計と同じ考え方に基づき作成されている場合が多く、我が国にお
いて固定資産の評価について企業会計と異なる基準とする場合は、その理由を明確にする必要
がある。」と指摘している。 
 
第４項 費用と収益の範囲 
（１）税収 
 基準モデルでは税収を住民からの拠出と考え純資産変動計算書に計上している。しかし住民
が自治体を所有し、持分を有しているわけではない。確かに住民は主権者であるが株主と異な
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り経済的な持分は有しておらず、税収は資本の性質を有していない。また税収は当該年度の財
源として徴収されるため、ストックではなくフローの性質を有すると考えられる。従って税収
は行政コスト計算書に計上すべきといえる。 
 詳しくは第４章でみていく。 
（２）減価償却費 
 基準モデルでは、固定資産を事業用資産とインフラ資産に分類し、事業用資産については減
価償却費を計上し、インフラ資産については直接資本減耗により純資産変動計算書に計上して
いる。そのため同じ償却資産でも費用計上されるものとされないものがあり、全てのコストが
把握されないという問題がある。特に減価償却費の計上はコスト計算に大きな影響を与えるた
め、全てのコストを把握できる方法に変更する必要がある。 
 
第５項 出納整理期間 
 基準モデルにおいても総務省方式改訂モデルと同様の問題がある。 
 
 この章では新地方公会計モデルにおける問題点を整理したが、第３章及び第４章で純資産変
動計算書の問題と税収の処理方法の問題点について詳しくみていく。 
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第３章 基準モデルにおける純資産変動計算書の問題点 
 
 この章では基準モデルにおける純資産変動計算書の問題をみていく。前章で触れたが、基準
モデルでは、純資産変動計算書の情報量が非常に多く、また、一取引二仕訳となってしまうと
いう問題がある。 
 基準モデルの純資産変動計算書の根本的な問題点はストック型の純資産変動計算書を採用
している点である。ストック型の純資産変動計算書では固定資産等の増減とその増減に伴う財
源の内訳も計上するため情報量が多く複雑である。また、固定資産及び長期資産の増減が生ず
る場合には財源仕訳という仕訳が新たに必要となり、一取引二仕訳となってしまうのである。
図表 1-15 を見て頂ければわかると思うが、非常に項目が多く明瞭性を著しく欠くものとなっ
てしまっている。 
 図表 3-1 は基準モデルにおける仕訳の例を列挙したものである。図表の右半分にあるのが財
源仕訳である。固定資産及び長期資産の増減が生ずる場合に一取引二仕訳になっていることが
分かる。当然ながら企業会計や東京都会計基準等、フロー型の純資産変動計算書を採用してい
る場合には不要の仕訳である。 
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図表 3-1 基準モデルにおける仕訳 
 
歳入科目
財表 勘定科目名 金額 財表 勘定科目名 金額 財表 勘定科目名 金額 財表 勘定科目名 金額
BS 税等未収金 NW 税収
CF 租税収入 BS 税等未収金
CF その他の移転収入 NW その他の移転収入
CF 業務収益収入 PL 自己収入
CF
CF
業務収益収入
業務関連収益収入
PL
PL
自己収入
受取利息等
CF その他の移転収入 NW その他の移転収入
CF 他会計からの移転収入 NW 他会計からの移転収入
CF
CF
CF
CF
業務関連収益収入
業務関連収益収入
業務収益収入
租税収入
PL
PL
PL
NW
その他の業務関連収益
受取利息等
自己収入
税収
不動産売払収入
当初仕訳
整理仕訳
CF
BS
固定資産売却収入
土地
120
20
BS
PL
土地
資産売却益
120
20
NW
NW
除売却相当額
固定資産売却収入
120
20
NW
NW
固定資産売却収入
除売却相当額
120
20
BS 未収金 120 BS
PL
土地
資産売却益
120
20
NW 除売却相当額 100 NW 固定資産売却収入 100
CF 固定資産売却収入 120 BS 未収金 120
CF
CF
CF
CF
固定資産売却収入
固定資産売却収入
業務収益収入
業務収益収入
BS
BS
BS
PL
機械器具
著作権・特許権
棚卸資産
自己収入
NW
NW
除売却相当額
除売却相当額
NW
NW
固定資産売却収入
固定資産売却収入
CF 長期金融資産償還収入 BS 財政調整基金 NW 長期金融資産の減尐
NW
長期金融資産償還収入
貸付金元利収入
　長期貸付金元本額償還
　（長期貸付元利金混在償還）
　短期貸付金元本額償還
　利息額
当初仕訳
整理仕訳
整理仕訳
CF
BS
CF
CF
CF
長期金融資産償還収入
貸付金
業務関連収益収入
その他の資本処分収入
業務関連収益収入
100
10
10
BS
PL
CF
BS
PL
貸付金
受取利息等
長期金融資産償還収入
貸付金
受取利息等
100
10
10
NW
NW
長期金融資産の減尐
長期金融資産償還収入
100
10
NW
NW
長期金融資産償還収入
長期金融資産の減尐
100
10
CF
CF
短期借入金収入
借入金収入
BS
BS
短期借入金
借入金
CF
CF
公債（短期）発行収入
公債発行収入
BS
BS
公債(短期）
公債
資産売却収入が未収の場合
予算科目名
CF
税等未収金の納付があった場合
財源仕訳
借方 貸方借方
現金仕訳／一般仕訳
貸方
都道府県税、市町村税
地方消費税清算金
地方譲与税
税交付金
地方交付税
国庫支出金
税金に未収金が発生した場合
未収金を回収した場合
基金繰入金
　基金等の取り崩しのとき
借入金
　短期
　長期
地方債
　短期
　長期
貸付金償還総額100、うち元本90、利息10。当初償還総額をもって処理していたところ、これを修正
元本額100、売却額120、売却益20。当初売却総額をもって処理していたところ、これを修正
物品売払収入
　固定資産
　
　固定資産以外
分担金及び負担金
使用料及び手数料
財産収入
　財産貸付収入
　利子及び配当金
寄付金
繰入金
諸収入
　延滞金加算金及び過料
　都道府県市町村預金利子
　収益事業収入
　利子割清算金収入
租税収入 NW 税収
CF 補助金等移転収入 NW 国庫支出金
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歳出科目
財表 勘定科目名 金額 財表 勘定科目名 金額 財表 勘定科目名 金額 財表 勘定科目名 金額
PL 議員歳費 CF 人件費支出
PL 職員給料 CF 人件費支出
当初仕訳
整理仕訳
PL
BS
退職給付費用
退職給付引当金
CF
PL
人件費支出
退職給付費用
PL その他の人件費 CF 人件費支出
PL その他の経費 CF 経費支出
PL 業務費 CF 経費支出
PL その他の経費 CF 経費支出
PL
PL
PL
消耗品費
その他の物件費
維持補修費
CF
CF
CF
物件費支出
物件費支出
物件費支出
PL
PL
その他の物件費
その他の経費
CF
CF
物件費支出
経費支出
PL その他の経費 CF 経費支出
PL 補助金等移転支出 CF 補助金等移転支出
PL その他の移転支出 CF その他の移転支出
BS
BS
PL
ソフトウェア
公共用財産建設仮勘定
委託費
CF
CF
CF
固定資産形成支出
固定資産形成支出
経費支出
NW
NW
事業用資産形成への財源措置
インフラ資産形成への財源措置
NW
NW
固定資産形成
固定資産形成
BS 公共用財産施設 BS 公共用財産建設仮勘定
BS
BS
PL
建物
公共用財産施設
維持補修費
CF
CF
CF
固定資産形成支出
固定資産形成支出
物件費支出
NW
NW
事業用資産形成への財源措置
インフラ資産形成への財源措置
NW
NW
固定資産形成
固定資産形成
BS 公共用財産施設 BS 未払金および未払費用 NW インフラ資産形成への財源措置 NW 固定資産形成
BS 未払金および未払費用 CF 固定資産形成支出
PL 減価償却費 BS 建物 NW 原価償却費・直接資本減耗相当額 NW その他財源調達
NW 直接資本減耗 BS 公共用財産施設 NW 原価償却費・直接資本減耗相当額 NW その他財源調達
BS
BS
PL
公共用財産用地
土地
物件費
CF
CF
CF
固定資産形成支出
固定資産形成支出
物件費支出
NW
NW
事業用資産形成への財源措置
インフラ資産形成への財源措置
NW
NW
固定資産形成
固定資産形成
現金仕訳／一般仕訳 財源仕訳
委託料
　ソフトウェア開発支出
　インフラ資産（建設仮勘定）
　資産形成以外（事務委託等）
工事請負費
　事業用建物経費
　インフラ資産（建物）
　維持補修支出
給料
公共用財産購入費
　公共用財産用地
　土地
　資産形成に繋がらない支出
需用費
　消耗品費
　光熱水費
　修繕費
役務費
　通信運搬費
　手数料
使用料及び賃借料
負担金、補助及び交付金
寄付金
賃金
報奨費
旅費
建設仮勘定の本勘定への振替
借方 貸方 借方 貸方
未払金を支払った場合
事業用資産の減価償却
インフラ資産の直接資本減耗
退職給付引当金を振替た場合　当初、全額退職給付費用でしょりしていたところ、退職給付引当金を取り崩して充当
インフラ資産が未払の場合
交際費
報酬
予算科目名
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出典：総務省[2007]pp.98-104 より筆者が抜粋 
 
 では、ストック型の純資産変動計算書を採用している場合とフロー型の純資産変動計算
書を採用している場合とではどのような差が生じるのであろうか。次に示す例題を基準モ
デルによる場合と東京都会計基準による場合とで比較していく。 
 
 
 
BS
BS
PL
物品
機械器具
消耗品費
CF
CF
CF
固定資産形成支出
固定資産形成支出
物件費支出
NW
NW
事業用資産形成への財源措置
事業用資産形成への財源措置
NW
NW
固定資産形成
固定資産形成
BS
BS
PL
PL
物品
その他の非流動負債
その他の物件費
減価償却費
100
20
5
20
BS
CF
CF
BS
その他の非流動負債
その他の元本償還支出
物件費支出
物品
100
20
5
20
NW
NW
事業用資産形成への財源措置
減価償却費・直接資本減耗相当額
100
20
NW
NW
固定資産形成
その他財源調達
100
20
BS
BS
PL
貸付金
貸付金
その他の業務関連費用
CF
CF
CF
長期金融資産形成支出
その他の資本形成支出
業務関連費用支出
NW 長期金融資産形成への財源措置 NW 長期金融資産の増加
PL 貸倒引当金繰入 BS 貸倒引当金
長期貸付金の場合 貸引充当
損失
短期貸付金の場合 貸引充当
損失
BS
BS
BS
BS
PL
PL
公債（短期）
短期借入金
公債
借入金
公債費（利払分）
借入金支払利息
CF
CF
CF
CF
CF
CF
公債（短期）元本償還支出
短期借入金元本償還支出
公債元本償還支出
借入金元本償還支出
公債費（利払分）支出
借入金支払利息支出
BS
BS
有価証券
出資金
CF
CF
長期金融資産形成支出
長期金融資本形成支出
NW
NW
長期金融資産形成への財源措置
長期金融資産形成への財源措置
NW
NW
長期金融資産の増加
長期金融資産の増加
BS 有価証券 NW 再評価益
BS 財政調整基金 CF 長期金融資産形成支出 NW 長期金融資産形成への財源措置 NW 長期金融資産の増加
PL 他会計への移転支出 CF 他会計への支出
NW
NW
償還金、利子及び割引料
　短期公債元本償還
　短期借入金元本償還
　長期公債元本償還
　長期借入金元本償還
　公債利子支払
　借入金利子支払
投資及び出資金
　有価証券購入
　出資
積立金
　財政調整基金
繰出金
　他会計への経常移転支出
備品購入費
　物品の購入（50万円以上）
　機械装置の購入
　50万円未満の物の購入
貸付金
　長期貸付金
　短期貸付金
　貸付費用
取得時
初年度リース料支払本体分
初年度リース料支払利息分
償却
長期金融資産の評価益を計上する場合
NW
NW
その他財源調達
その他財源調達
貸倒引当金を計上する場合
金融資産の回収不能
BS
PL
BS
PL
貸倒引当金
その他の経費
貸倒引当金
その他の経費
BS
BS
BS
BS
貸付金
貸付金
貸付金
貸付金
リース資産の場合　購入見積額100、リース期間５年、年間支払額25（うち購入額相当額20　利息相当額5）
長期金融資産の減尐
長期金融資産の減尐
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例題 
期首 期首残高は現金 150 であった。 
簡素化のため、他の資産は無いものとする。 
4 月 1 日 国から地方特例交付金 200 が交付された。 
6 月 30 日 地方税による収入が 550 あった。 
7 月 31 日 地方債 500 を発行した。 
10 月 1 日 事業用建物 1000 を購入し、同日より使用を開始した。 
なお、耐用年数は 10 年、残存価額は 0とする。 
1 月 1 日 インフラ資産 600 を建築し、同日より使用を開始したが、 
全額未払いである。 
なお、耐用年数は 10 年、残存価額は 0とする。 
3 月 31 日 職員に給料 210 を支払った。 
水道光熱費 40 を支払った。 
住民票発行手数料等 30 を受け取った。 
固定資産の原価償却を行う。 
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図表 3-2 基準モデルにおける仕訳及び財務諸表 
 
 
 
 
 
出典：筆者作成 
期首
4月1日 CF 補助金等移転収入 200 ／ NW 国庫支出金 200
6月30日 CF 租税収入 550 ／ NW 税収 550
7月31日 CF 公債発行収入 500 ／ BS 公債 500
10月1日 BS 建物 1,000 ／ CF 固定資産形成支出 1,000
NW 事業用資産形成への財源措置 1,000 ／ NW 固定資産形成 1,000
1月1日 BS 公共用財産施設 600 ／ BS 未払金および未払費用 600
NW インフラ資産形成への財源措置 600 ／ NW 固定資産形成 600
3月31日 PL 職員給料 210 ／ CF 人件費支出 210
PL その他の物件費 40 ／ CF 物件費支出 40
CF 業務収益収入 30 ／ PL 自己収入 30
PL 減価償却費 50 ／ BS 建物 50
NW 減価償却費・直接資本減耗相当額 50 ／ NW その他財源調達 50
NW 直接資本減耗 15 ／ BS 公共用財産施設 15
NW 減価償却費・直接資本減耗相当額 15 ／ NW その他財源調達 15
仕訳
仕訳なし
現金 180 未払金および未払費用 600
建物 950 公債 500
公共用財産施設 585 純資産合計 615
1,715 1,715
貸借対照表（BS）
職員給料 210 自己収入 30
減価償却費 50 純経常費用 270
その他の物件費 40
300 300
行政コスト計算書（PL）
純経常費用への財源措置 270 期首純資産残高 150
事業用資産形成への財源措置 1,000 税収 550
インフラ資産形成への財源措置 600 国庫支出金 200
直接資本減耗 15 その他財源調達 65
減価償却費・直接資本減耗相当額 65 固定資産形成 1,600
期末純資産残高 615
2,565 2,565
純資産変動計算書（NW）
期首資金残高 150 人件費支出 210
租税収入 550 物件費支出 40
業務収益収入 30 固定資産形成支出 1,000
補助金等移転収入 200 期末資金残高 180
公債発行収入 500
1,430 1,430
資金収支計算書（CF）
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図表 3-3 東京都会計基準における仕訳及び財務諸表 
 
 
 
 
 
出典：筆者作成 
期首 CF 前年度からの繰越金 150
4月1日 CF 地方特例交付金 200 BS 現金預金 200 ／ PL 地方特例交付金 200
6月30日 CF 地方税 550 BS 現金預金 550 ／ PL 地方税 550
7月31日 CF 都債 500 BS 現金預金 500 ／ BS 都債 500
10月1日 CF 社会資本整備等投資活動・物件費 1,000 BS 建物 1,000 ／ BS 現金預金 1,000
1月1日 CF 処理なし BS インフラ資産・土地以外 600 ／ BS その他未払金 600
3月31日 CF 行政サービス活動・給与関係費 210 PL 給与関係費 210 ／ BS 現金預金 210
CF 行政サービス活動・物件費 40 PL 物件費 40 ／ BS 現金預金 40
CF 使用料及び手数料 30 BS 現金預金 30 ／ PL 使用料及び手数料 30
CF 処理なし PL 減価償却費 50 ／ BS 減価償却累計額 50
CF 処理なし PL 減価償却費 15 ／ BS 減価償却累計額 15
仕訳
仕訳なし
現金預金 180 その他未払金 600
建物 950 都債 500
インフラ資産・土地以外 585 正味財産 615
1,715 1,715
※償却資産は簿価で表示
貸借対照表（BS）
給与関係費 210 地方税 550
減価償却費 65 地方特例交付金 200
物件費 40 使用料及び手数料 30
当期収支差額 465
780 780
行政コスト計算書（PL）
期末純資産残高 615 期首純資産残高 150
当期変動額 465
615 615
正味財産変動計算書
前年度からの繰越 150 行政サービス活動・給与関係費 210
地方税 550 行政サービス活動・物件費 40
地方特例交付金 200 社会資本整備等投資活動・物件費 1,000
使用料及び手数料 30 期末資金残高 180
都債 500
1,430 1,430
キャッシュ・フロー計算書（CF）
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 基準モデルの純資産変動計算書と東京都会計基準の行政コスト計算書を比較すると、基準モ
デルの純資産変動計算書は項目が多く、何を示しているのかわかりづらい。一方、東京都会計
基準の行政コスト計算書は企業会計と同様、シンプルなものになっており、当期純資産がいく
ら変動したのかが明確にわかる。 
 総務省[2006]第 189 段では純資産変動計算書の作成目的を「純資産変動計算書は、会計期間
中の地方公共団体の純資産の変動、すなわち政策形成上の意思決定またはその他の事象による
純資産及びその内部構成の変動（損益外純資産減尐原因・損益外純資産増加原因の取引高）を
明らかにすることを目的として作成する。」としている。しかしこうも項目が多く複雑ではか
えって明瞭性に欠ける。また、純資産の変動要因は行政コスト計算書を見ればわかることであ
るし、固定資産の増減についても過年度貸借対照表と比較すればわかることである。 
 従って私は、東京都会計基準の作成方法の方が妥当なのではないかと考える。 
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第４章 税収の処理方法における問題点 
 
 この章では税金の処理方法についてみていく。まず第１節では税金の根拠について検討し、
第２節では税金の処理方法について整理していく。最後の第３節では新地方公会計モデルにお
ける税収の処理方法における問題点について考察していく。 
第１節 租税の根拠 
第１項 税収の純資産変動計算書への計上の問題点 
 前述したが、総務省方式改訂モデル及び基準モデルでは、地方税や地方交付税交付金等の税
収を資本取引として処理している。一方、東京都会計基準では、税収を収益として処理してい
る。 
図表 4-1 新地方公会計モデルにおける行政コスト計算書と純資産変動計算書の関係 
      行政コスト計算書             純資産変動計算書 
 
 
 
 
出典：筆者作成 
 
図表 4-2 東京都会計基準における行政コスト計算書と正味財産変動計算書の関係 
      行政コスト計算書            正味財産変動計算書 
 
 
 
 
 
出典：筆者作成 
 
 大まかには図表 4-1 及び 4-2 のような構成であるが、具体的には図表 4-3 を見て頂きたい。
図表 4-3 は平成 18 年の東京都財務諸表を総務省方式改訂モデルと基準モデルで作成したもの
である。 
期首残高 
期首残高 
地方税や 
地方交付税 
などの税収 
手数料等の収入 
期末残高 
純行政コスト 
手数料や地方
税などの行政
収入 
インフラや 
福祉などの 
行政コスト 
期末残高 
収支差額 
収支差額 
インフラや 
福祉などの 
行政コスト 
純行政コスト 
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図表 4-3 平成 18 年度東京都財務諸表を新地方公会計モデルで作成したもの 
※簡素化のため、一部簡略化している。 
 
出典：東京都[2006c]p.7 を基に筆者作成 
 新地方公会計モデルでは、税収が純資産変動計算書に計上されているため、行政コスト計算
書が大幅な赤字となり、地方財政が大幅な赤字であるとの誤解を与えかねない。また費用とそ
の財源が行政コスト計算書で把握できなくなり、財務業績を明らかにすることができない。さ
らに、税収は資本としての性格を有しないにも関わらず純資産変動計算書に直接計上している
ため、経済的実態を適切に表していないという問題がある。 
 会計においては、ある取引について経済的実態を表すように処理をしなければならない。だ
とすると税収の処理方法を検討するに当たり、納税・徴税という取引の経済的実態を明らかに
する必要がある。そこで、なぜ国民は税金を納める必要があるのかを検討する必要があると考
えた。租税については、経済学、財政学及び租税法学の分野で議論されているので、その内容
を整理していく。 
通常収支の部 経常行政コスト 経常費用
　Ⅰ行政収支の部 　生活インフラ・国土保全、教育等 47,562 　 　１．経常業務費用
　　１行政収入 59,060 支払利息 1,353 　　人件費、物件費、経費 32,745
　　２行政費用 47,562 経常行政コスト合計 48,915 　　業務関連費用 1,353
（行政収支差額） 11,498 経常収益 　２．移転支出
　Ⅱ金融収支の部 　使用料・手数料 911 　　補助金等移転支出等 9,087
　　１金融収入 101 　分担金・負担金 124 経常費用合計（総行政コスト） 43,185
　　２金融費用 1,353 経常収益合計 1,035 経常収益
（金融収支差額） △ 1,252 (差引)純経常行政コスト 47,880 　業務収益 911
通常収支差額 10,246 　業務関連収益 67
特別収支の部 経常収益合計 978
　１特別収入 2,834 期首純資産残高 172,860 (差引)純経常行政コスト 42,207
　２特別費用 1,836 純経常行政コスト △ 47,880
（特別収支差額） 998 財源調達
当期収支差額 11,243 　地方税 49,292 期首純資産残高 172,860
　地方交付税 4,186 財源変動 11,243
　その他 5,645 （１）財源の使途 △ 47,937
前期末残高 172,860 純資産増加額 11,243 　純経常行政コスト △ 42,207
当期変動額 11,243 期末純資産残高 184,103 　公共資産 △ 2,679
　剰余金 11,243 　投資等 △ 3,051
等期末残高 184,103 （２）財源の調達 59,180
　地方税 49,292
　移転収入 4,310
　その他 5,578
純資産増加額 11,243
期末純資産残高 184,103
基準モデルによる場合
　　　行政コスト計算書　（億円）
　　純資産変動計算書　（億円）
　　　行政コスト計算書　（億円）
　　正味財産変動計算書　（億円）
東京都会計基準による場合
　　　行政コスト計算書　（億円）
　　純資産変動計算書　（億円）
総務省方式改定モデルによる場合
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第２項 ３つの経済主体 
 まず、市場社会における政府の位置付けを確認する。 
財政学において、現在の混合資本主義経済では、３つの経済主体が存在すると考える。すなわ
ち、企業、家計、政府の３つである。これらの経済主体は全く異なる目的のために活動してい
る。なお、経済主体とは、市場での取引に参加する人々またはその集合体のことをいう。また
混合資本主義経済とは、民間部門の資本主義的な経済行動と政府の経済管理が混然一体となっ
ている状況を指す。 
 ここでは、生産物市場と要素市場の２つの市場が存在するものとし、簡素化のため資本市場
や外国は考慮しないものとする。 
 
図表 4-4 経済循環 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：筆者作成 
 
（１）生産物市場 
 生産物市場とは、家計等が財・サービスを需要し、企業がそれらを供給する市場のことをい
う。この市場では、家計、政府が買い手で、企業が売り手となる。 
 
（２）要素市場 
 要素市場とは、家計が生産活動に必要な原材料、資本、労働サービス、土地などの生産要素
企業 
政府 
家計 
要素市場 生産物市場 
生産要素 
生産要素 
財・サービス 
財・サービス 
財・サービス 生産要素 
公共サービス 
公共サービス 
税 
税 
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を供給し、企業等がそれを需要する市場のことをいう。この市場では、家計が売り手で、企業、
政府が買い手となる。 
 なお要素市場には、労働市場、中間生産物市場、金融市場などが含まれる。 
（３）企業 
 企業は、販売を目的として財・サービスを生産し、家計の構成員を雇用する組織である。企
業は、生産活動を実施し、利潤を最大化することを目的として活動している。生産活動とは、
財・サービスを生産し、生産物市場に供給することである。 
 企業は生産活動に必要な生産要素（土地・労働・資本）の生み出す要素サービスを要素市場
から調達し、原材料（という財・サービス）は生産物市場から調達している。なお、上記の図
においては簡素化のため企業の生産物市場からの調達は記載していない。 
（４）家計 
 家計は、個人か、あるいは所得を分け合う個人のグループであり、企業から財・サービスを
購入し、企業等に生産要素を供給する。 
 家計は、無償で財・サービスを供給して、生活活動を実施していくことを目的としている。
「無償で財・サービスを供給する」とは、生産物市場で購入した生産物を、無償労働によって
加工し、家計の構成員に無償で財・サービスを供給することをいう。家計は生産物市場で財・
サービスを購入するための貨幣を、労働、資本、土地などの生産要素を、要素市場で販売する
ことによって調達する。 
 なお、このことから財政学では、市場社会では家計が生産要素を所有していると捉える。 
（５）政府 
 政府は、人間の社会を統合するという統治活動を目的としている。 
 政府は、財政を通じて公共サービスを無償で供給する。しかしながら、市場社会における政
府は生産要素を所有しない「無産国家」であるから、要素市場から労働などの生産要素を調達
しなければならない。調達には貨幣を必要とするが、政府は当然貨幣を有しないし、生産要素
も有しない。 
 そこで政府は、生産要素や生産物を購入するのに必要な貨幣を強制的に無償で調達する。こ
のように、政府が公共サービスを無償で供給するために、強制的に無償で調達する貨幣を租税
という。税の徴収に当たり市場が存在していないことに注意してほしい。 
 市場社会における政府は、「無産国家」であり「租税国家」であるといわれる。市場社会に
おける政治システムにおいては、政府は市場経済という経済システムで循環する貨幣を、強制
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的に無償で調達することによって、社会を統合するという統治活動を行う。 
 なお、神野[2002]は、「市場経済という経済システムも、循環する貨幣を強制的に無償で調達
されることを受け入れる理由がある。というのも、市場経済が機能するには、市場で取引され
る生産要素や生産物に、私的所有権が設定されなければならないからである。 省略 つまり、
私的所有権を保護していくには、政治システムが社会秩序を維持していなければならない。政
治システムが社会システムを維持するためには、政治システムが暴力の行使を独占するととも
に、社会システムに公共サービスを供給して、社会システムから忠誠を調達する必要がある。
このように、社会秩序を維持して、私的所有権を保護する代償として、経済システムから租税
を調達するのである。」と述べている。 
 
第３項 公共サービスの種類 
 前項で示した「公共サービス」には３つの種類がある。 
（１）純粋公共サービス 
 純粋公共サービスは、国家固有の任務である。具体的には警察、裁判、消防、国防などであ
る。 
 純粋公共サービスは、集合財とよばれ、サービスのコストを分割して契約の対価として市場
取引にゆだねることができないので、公共サービスの不可分性と呼ばれる。また公共サービス
は非排除性を持ち、フリーライダーを排除することができない。 
 このフリーライダー問題について。スティグリッツ[2004]は、公共サービスの資金は強制的
に賄われる必要がある。もし公共財のための資金供給が強制的になされないならば、誰も自発
的に資金を出そうというインセンティブを持たない。と述べている。 
（２）準公共サービス 
 準公共サービスとは、私的なサービスと公共的なサービスが混合しているものである。具体
的には介護サービスが挙げられる。介護会社によるサービスも提供されるが、介護保険や公の
財源を通じて、政府の関与すべき役割もある。 
（３）純粋私的サービス 
 純粋私的サービスは、準公共サービスとの区分が困難であるが、郵便事業などが具体例とし
て挙げられる。 
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第４項 政府収入の多様化 
 第１項で市場社会における政府は「無産国家」であると説明したが、現実には、政治システ
ムの多機能化に伴い「有産国家」化している。その結果、政府収入は租税だけでなく、多様化
している。租税だけでなく、企業収入や手数料・使用料などがある。 
 ところで、租税の対局には価格があるが、価格は租税と対照的な性格を有している。価格は、
任意性と有償性を有している。有償性は反対給付への請求権を持つことを意味し、価格による
政府収入とは、政府が市場で財・サービスを販売して貨幣を調達することである。公営企業の
公共料金による収入や、公有資産の賃貸収入や売却収入がこれに該当する。 
 また中間形態として手数料や使用料がある。これらは反対給付を伴うため無償性を有してお
らず、また支払いを回避することも可能なため、強制性が無い。従って租税ではない。なお、
政府に個別的活動を請求する場合に課徴される強制的公課としての手数料を考えれば、強制性
が存在する、という主張もある。 
 現実には租税の他に、企業収入や使用料などがあるが、主要な収入はあくまでも租税である
ことに留意してほしい。 
 
第５項 租税の性質 
 まず、金子[2008、p.8]は、租税を次のように定義している。租税とは、「国家が、特別の給
付に対する反対給付としてではなく、公共サービスを提供するための資金を調達する目的で、
法律の定めに基づいて私人に課する金銭給付である」としている。 
 租税の特徴については様々な意見があるが、神野[2002]は、租税には①強制性②無償性③収
入性の３つの特徴がある、と述べている。また田中[1996]は３つめの特徴は貨幣でると述べて
おり、金澤[2005]は収入性、強制性、貨幣性の３つであると述べている。さらに、金子[2008]
は公益性、権力性、非対価性、能力に応じて一般的に課される、金銭給付の５つであると述べ
ている。以下、金子[2008]の租税の特徴について整理する。 
（１）公益性（収入性） 
 公益性とは、租税は、公共サービスの提供に必要な資金を調達することを目的としている、
という意味である。 
 なお、罰金・科料・過料・交通反則金などのような、違法行為に対する制裁の性質をもつも
のは、資金調達を目的としていないので、租税には当たらない。 
 金澤[2005]はこの特徴を理解するために２つの点をあげている。１つめの点は、租税が政府
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の中心的な収入であること。２つめの点は、政府支出の財源調達以外は、あくまでも二義的な
目的であり、財源調達にまったく目をつぶった課税が具現化されることはない。と述べている。 
（２）権力性（強制性） 
 権力性とは、租税は、一方的・権力的課徴金の性質をもつという意味である。 
 租税は、国民の富の一部を強制的に国家の手に移す手段であるから、国民の財産権への侵害
の性質をもつ。これは市場経済のルールから外れる唯一の例外であり、政府部門と民間部門と
の相違を表す最大の特徴である。また、租税の賦課・徴収が必ず法律の根拠に基づかなければ
ならないとされるのは、このような性質があるからである。 
 ただし、近代の租税原則の下では、租税は国民の合意（議会の決議）によって成立した税法
によって徴収されるので、国家権力による強制ばかりとは言い切れない面もある。また金澤
[2005、p.92]は、「一方的といっても、 省略 政府サービスからの利益があるから納税すると
いう考え方もありうる。 省略 ただし、そこで言われる利益とは、あくまでもマクロ的な利
益であり、ミクロ的に、つまり個々の納税者ごとに納税額と利益の量が比例するわけではない。」
と述べている。 
（３）非対価性（無償性） 
 非対価性とは、特別の給付に対する反対給付の性質を持たないことを意味する。なお、神野
[2002]は、公共サービスへの請求権は国民にあり、納税者にあるわけではない。と述べている。 
（４）租税は、国民にその能力に応じて一般的に課税される。 
（５）金銭給付（貨幣性） 
 金銭給付とは、租税は金銭給付を原則としていることを指す。 
 例外的に、相続税において物納が認められることもあるが、その場合も納付される財産の使
用価値に着目してではなく、金銭的価値に着目して物納が認められている。 
 
第６項 租税の根拠 
 租税には、権力性や非対価性という性質があるが、市場社会では貨幣が強制的に無償で流通
することはあり得ない。そのため租税を課すための正当性を示す必要がある。なお、このこと
を租税の根拠論という。 
 政府の財源調達の主要な方法は租税であり、法律で納税の義務を規定し、徴収している。そ
して、租税の特徴は強制性と無償性である。 
 財産の私的所有を保障している市場社会の政府が、自ら保障している私有財産から、強制的
 55 
に無償で貨幣を調達することになり、政府にとって自己否定を意味する。そこで財政学では、
政府が貨幣を調達することの正当性を弁明する必要があった。それが「租税根拠論」であり、
２つのアプローチが存在する。すなわち、利益説と義務説である。 
 なお、室山[2008、p.205]は、「政府が、国民全体の必要とする公共サーヴィスを供給するこ
とと、租税によってその費用を調達することとは、表裏の関係にある。したがって、租税は無
償ではなく、政府が国民に提供する公共サーヴィスの対価であるという考え方も成り立つ。」
と述べている。 
（１）利益説 
 利益説とは、租税は市民が国家から受ける利益の対価とみる考え方で、国家の目的は市民の
身体と財産を保護することにあり、租税はその対価であるとする。 
 利益説は社会契約説的国家観を前提にしており、17 世紀から 18 世紀の資本主義初期の頃に、
イギリスやフランスで唱えられてきた。特にロック、ルソー、アダム・スミスが提唱している。
なお、社会契約説的国家観とは、構成員の共通目標を追求する目的団体として国家を捉える考
え方である。 
（２）義務説 
 義務説とは、国家はその任務を達成するために当然に課税権をもち、国民は当然に納税の義
務を負うとする考え方である。 
 義務説は有機体説的国家観を前提としており、19 世紀後半のドイツで唱えられてきた。特に
ワグナーが提唱している。 
 この考え方は、国家を、個人の意思を超越した意思決定単位とする。それなしには人間の社
会的共同生活はありえず、歴史的・倫理的必然としてとらえる権威的国家思想と結びついて主
張されてきた。 
 19 世紀後半のドイツは資本主義としての後発国であり、イギリスなどの先発国に追いつくと
同時に資本主義の発展に伴う経済・社会問題に対応するため、財政支出と財政機能を拡張させ
なければならず、増税も不可避の状況に置かれていた。そのため、国家はそれを構成する個人
や社会を超越した独自の意義と機能を持った有機体であり、租税は個々の納税者の利害を超越
した国家の一般的利益のために徴収されるもので、国民はすべて納税の義務があるという考え
方が発展した。 
 しかし、このような義務説の必然性は、当時のドイツだけに終わらず、それ以降の 20 世紀
の間を通して、先進国へと広まっていった。なぜなら、いずれの国においても政府活動・支出
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の膨張及び、それに伴う税負担が高まっていったからである。 
 義務説は、19 世紀以降ドイツ派財政学によって確立され、今日までの財政学の主流をなして
きた学説となったのである。 
 財政学の主流は義務説であるが、利益説が無くなったわけではない。これについて金澤[2005]
は次のように述べている。 
 「利益説はいうまでもなく政府の活動に疑似的な市場メカニズムを適用し、民間取引と同様
の「利益＝対価」によって租税を根拠づけようとしている。しかし、政府サービスからの利益
を明確に測るのは無理であり、まして利益を個々人のレベルで対価と比較考量するのは不可能
である。ただそうはいっても、今なお、いや今だからこそ再び利益説を唱える声は大きい。政
府規模の拡張、赤字の累積といった財政問題に対して、利益説が解決の方向を提示するとされ
ているからである。租税負担（対価）と政府規模（利益）を直結させる利益説は、政府規模の
縮小を求める思想に適している。」と述べている。 また、義務説と利益説の両方が主張され
る状況について、「現代における租税の根拠を改めて検討すれば、結論はこの両者の中間にあ
る、あるいは２つの説が相互に歩み寄りつつあるのではないだろうか。」と述べている。 
 
第７項 日本国憲法における租税根拠の解釈 
 ここで問題となるのが我が国の憲法がどちらの考え方に近いのかである。これについて、三
木[1992、p.17]は、「主権が国民にあり、「そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであ
って、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民が
これを享受する」（前文）ことを認め、「この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵すことの
できない永久の権利として、現在及び将来の国民に与えられる」（11 条）ことを宣言し、「生命、
自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の
国政の上で、最大の尊重」（13 条）を約束する日本国憲法下の納税義務が、旧憲法下のそれと
同じ内容であるとはもはやいえないであろう。まさしく、日本国憲法下の納税義務は、国家が
国民に対して行う人権保障その他のサービスに対する対価としてしか理由づけえないはずで
ある。」とし、利益説を主張している。 
 また、神野[2002、p.154]は、「日本国憲法も租税義務説に立ち、第 30 条で納税を国民の義
務として規定している。しかし、租税義務説は租税の根拠そのものを弁証したとはいいがたい。
租税の根拠は何かという問いに対して、それは義務だからといってみても、トートロジー（同
語反復）にすぎないからである。そうした意味では、租税の根拠は、利益説以外にはありえな
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いといえるのかもしれない。」と述べている。 
 一方、金子 [2008、p.19]は、憲法 30 条「国民は、法律の定めるところに、納税の義務を負
う」という規定は、「利益説と義務説のいずれかに一方的に偏するものではなく、両者を止揚
する意味で民主主義的租税観を表明したものであると理解すべきであろう。」と主張している。 
 
 この節では、経済学、財政学及び租税法学の分野における租税の性質や根拠について整理し
てきた。次の節では会計学の分野における租税の性質を整理していく。 
 
第２節 税収の会計的性質 
 この節では税収の会計的性質についてどのような考え方があるのかを整理していく。 
 山本[2003a]によれば、税収の会計的認識方法には①単一エンティティー説②複数エンティ
ティー説③資金流入説④持分説（出資説）⑤費用控除説⑥負債説の６つの考え方があり、政府
像・政府経営の考え方とも関連している。①②は、税収は収益的性格を有するという考え方で
あり、③は議会と行政の関係に着目して議会と行政を区分し、議会が資源の徴収と配分を決定
し行政が徴収すると考える。④は税収は資本的性格を有するという考え方である。⑤は税収を
政府が財・サービスを供給するのに必要な費用及び支出を賄うための財源であると考え、⑥は、
税収は国民に対する負債的性格を有するという考え方である。また山本[2003a]は①～⑥の考
え方をその会計処理方法に基づき大きく３つに分類し、①及び②を第１グループ（収益説）、
③及び④を第２グループ、⑤及び⑥を第３グループと呼んでいる。 
 以下では山本[2003a]を基に６つの考え方を整理していく。 
 
図表 4-5 税収の６つの処理方法 
 
 
 
 
 
 
            出典：筆者作成 
 
       ①単一エンティティー説 
       ②複数エンティティー説 
       ③資金流入説 
       ④持分説（出資説） 
       ⑤費用控除説 
       ⑥負債説 
収益計上 
純資産計上 
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第１項 第１グループ（収益説）（企業会計に依拠するモデル） 
 第１グループは収益説とよばれ、広義には税収は政府が国民に提供するサービスの対価とし
ての性質があると考えるものである。 
 IPSAS第１号では収益を、「当該会計期間中の経済的便益またはサービス提供能力の総流入
であって、所有主からの拠出に関連するもの以外の純資産の増加を生じさせるもの」と定義し
ており（IASの定義に「サービス提供能力」を加えたもの）、IPSAS第1号では税金の徴収は政
府の主要業務活動から生じた収益であるとしている。 
 また、この考え方は研究報告第14号「政府および政府関連機関のための発生主義会計への移
行指針」においても踏襲されており、税等を「非交換収益」（non-exchange revenue）として
いる。そして、政府機関が議会の歳出承認や歳出予算額の配賦を受けた場合もIPSASの定義を
満たす限り収益とみなし得るとしている。 
 これを仕訳にすると、税収があったときに次のような仕訳をし、現金は貸借対照表に、税金
は行政コスト計算書に計上されることになる。 
 
現金 ×××／税金 ××× 
 
 収益説について山本[2003a]は、税収は政府が行政サービスを実施するのに必要な財源を強
制的に徴収したものであるから、その目的達成に直接貢献する資産能力の流入と解釈すること
ができる。しかし、こうしたサービス提供能力に着目した論理を企業モデルと整合的にするた
めには理論的工夫が必要である。と述べている。以下では山本[2003a]における２つの理論的
工夫を取り上げる。 
 
（１）単一エンティティー説 
 山本[2003a]によれば、単一エンティティー説とは、政府自体を1つの経済主体たるエンティ
ティとみなす考え方である。この考え方によると、国民に対する政府全体のサービスと国民が
負担した税等の額が一致するので、政府全体と国民全体では対価性ある取引が行われていると
考えることができる。 
 この説は、（２）で説明する複数エンティティ説で生じていた非交換性という政府固有の特
性を政府全体及び国民全体を想定することで解消し、企業モデル適用の正当性を主張すること
ができる。 
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 なお、山本[2003a]は、複数エンティティ説と同様に、議会を通じた民主的統制の要素が勘
案されていないという根本的課題を有している。また、個々の国民からすると非交換性を有す
る税と行政サービスの関係をあいまいにするという難点もある。と述べている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 出典：山本[2003a]p.120 
 
（２）複数エンティティー説 
 一方複数エンティティー説とは山本[2003a]によれば、政府を徴税部門とサービス提供部門
の独立した 2 つのエンティティから構成されるとみる考え方である。 
 IPSAS第1号では徴税活動を政府の主要目的達成のための業務とし、税収は資源徴収活動の
成果としての非交換収益とみなしている。そして、徴税部門の活動費用と税収との差額を当該
〈事業部制・分社的組織〉 
   ・徴税部門 
   ・サービス A 部門 
   ・サービス B 部門 
 
   ・サービス Z 部門 
国    民 
政府 
納税等 
 
サービス供給 
… 内部補助 
備考 実線：資金の流れ 
   点線：業務活動の流れ 
   線の太さ：資金又は活動の規模 
図表 4-6 単一エンティティ説 
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部門の利益とし、これをサービス部門に対し移転または利益処分を通じて配分すると考える。
サービス提供部門は、この移転または配分額と自己収入を収益としてサービス供給活動を実施
することになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 出典：山本[2003a]p.118 
 
 なお、税収を収益計上することについては、「国民はまず税を負担し事後的に行政サービス
を受けるから、政府活動の収益は企業のような活動の成果を反映したものではなく単に活動の
財源を示すものにすぎない」という批判があるが、これについて山本[2003a]は、IPSAS第1号
はその批判に答えているといえる。なぜなら、複数エンティティ説の論理に従えば、税収は、
強制的ではあるものの徴税活動の成果を反映しているからである。と述べている。 
 
 単一エンティティ説及び複数エンティティ説は、税収を非交換取引とみるか交換取引とみる
かの違いがあるが、税収は収益の性質を有するという点で共通している。 
 これについて山本[2003a]は、収益説は、政府活動の資源配分が議会で集合的に意思決定さ
れていることや個々の取引関係においる非交換性という面において企業の経済取引とは異な
る側面を有することを無視したものといえる。と批判している。 
国    民 
図表 4-7 複数エンティティ説 
納税等 
 
サービス供給 
政府 
徴税部門 サービス部門 
徴税 
 
利用者負担 
移転・配分 
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第２項 第２グループ（企業会計に依拠しないモデル） 
 次に第２グループについてみていく。 
 まず山本[2003a、p.121]は政府活動の特徴について次のように述べている。「政府活動の特
性は、個々の取引の非交換性と非同時性である。資源配分は市場の交換取引を通じて同時的に
行われるのでなく、議会で事前に決定される。個々人の納税行為と同時に、交換関係を通じて
それと同じ価値を有する行政サービスが当該個人に提供されるのではない。政府全体および各
部門に配分される財源たる収入は議会で予算として承認された額であり、その供給するサービ
スの枠組みと費用の予定額も承認額を上限として拘束されている。 省略 自律性が保障され
るのは、いかなる方式（個々のサービスの量・質・価格・場所・時期）で行政サービスを供給
するのかという点と誰を供給者として選択するかという点であって、行政サービスに充当する
上限額とその期待成果は事前に決定されているのである。企業において、いかなる商品やサー
ビスを供給するかは経営陣に委任されており株主総会の議決事項とされていないのとは対照
的である。」 
 また山本[2003a、pp.122-123]は「権限と責任を一致させた分権的な成果管理を行ううえで
も、非弾力的な税収を活動努力たる費用と対応させることは、アカウンタブル・マネジメント
の原理に反する。予算の資源配分過程における議会の関与を考慮し、資源配分後の活動実績を
測定伝達する仕組みを構築することが重要になる。 
 そこで考案されたのが、税収を経常収益ではなく議会決定にかかる財源確保方策とみなし、
損益計算書に相当する財務業績報告書から除外して資金収支計算書において認識する「資金流
入説」と、税収を国民が出資する持分の増加とみなし、出資された金銭がその後政策目的別に
配分されるとする「持分説」である。」と述べている。 
 以下では資金流入説と持分説についてみていく。 
（１）資金流入説 
 山本[2003a]によれば、資金流入説とは、税収は議会による資源の徴収と配分に関する承認
を受けて行政府が徴収する収入であることに着目する考え方である。また、財務業績は政府で
管理可能な資源に関する期間業績を表示する。議会と行政を区分し、行政活動を行う経済主体
としての政府としては、他律的に決定され執行される結果として流入する資源（税収）を自ら
の活動成果として認識しないという考え方をしている。 
 政府活動としての業績は成果管理の点から、活動に伴い消費した資源（費用）と活動に伴う
対価（負担料・使用料等）を対応させたものとする。すなわち、税収は非交換取引であるから、
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政府の財務業績ではなく、正味資産（純資産）の変動要素および資金収支計算書における資金
流入と考える。言い換えれば、行政府は議会が決定した予算に基づいて、議会により決定され
た業務を経済的・効率的・効果的に実施する責任を議会に対して負っていると考える。このよ
うに考えると、行政府は、プロフィット・センターでなく、コスト・センターということがで
きる。  
 資金流入説は税収の性質に着目した処理方法というより、議会と政府の関係に着目した管理
会計の視点による処理方法であるといえる。 
 この考え方によると、国民総体と政府総体の間で交換取引がなされるとみなすのでなく、財
務業績としての純費用の分だけ国民純負担が表示される。 
 企業における収益は、市場における財・サービスの経済価値を反映したものであるため、そ
の費用と対応させて費用対効果を示す点に「財務業績」の理論的意味づけがある。しかし、政
府会計における税収は、財・サービスの価値というより財源にすぎない。この限界を踏まえて、
費用と対応するものを、収益を利用者負担に限定している。 
 この考え方をを仕訳にすると、税収があったときに次のような仕訳をし、現金は貸借対照表
に、税金は純資産変動計算書に計上されることになる。 
 
現金 ×××／税金 ××× 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 出典：山本[2005]p.277 
 
図表 4-8 資金流入説 
国    民 
議    会 
 
政    府 
サービス供給 徴税 
 
使用料等 
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（２）持分説（出資説） 
 山本[2003a]によれば、持分説（出資説）とは、税の非交換取引性に着目し、税収を対価性
ある収益とみるのでなく、政府の持分増加となる財源とみなす考え方である。 
 すなわち、税収は国民からの金銭出資であり、拠出の性格を有すると考えるのである。そし
てその税収が目的別・性質別に内部取引を通じて資源配分されるとみる。これについて山本
[2003a、p.124]は、「こうした内部振替を政府内部で行うことは、議会における資源配分と行
政の執行とを混在させるほか、出資にかかる持分が経常的経費に充当されることと持分なり正
味財産の概念をどのように関連づけるのかという問題を有している」と述べている。 
 なお、桜内氏は持分説を強く主張しているが、その理由を桜内[2004b、p.109]で、「政府と
いう会計主体の側から見れば、税はあくまでも信託財産の受入、すなわち、損益外の純資産（持
分）の増加であって、政府が提供する財・サービスの対価として政府の外部者から得られる収
益ではないからである。また、会計上、持分とは、「会計主体の所有者（owners）からの拠出」
を意味するという点に争いはない。現在の我が国において、政府という会計主体の所有者は誰
か、言い換えれば、国家は誰のものか、という問いに対して、それは国民のものとする答えが
最も自然である。これを素直に考えれば、主権者たる国民から政府に対する拠出である税は、
「持分（損益外の純資産の増加）」として処理すべきものである。」と述べている。 
 持分説を仕訳にすると、資金流入説と同様に資金税収があったときに次のような仕訳をし、
現金は貸借対照表に、税金は純資産変動計算書に計上されることになる。 
 
現金 ×××／税金 ××× 
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 出典：山本[2005]p.277 
 
第３項 第３グループ 
 第３グループは第１グループにも第２グループにも属さないその他の考え方である。 
（1）費用控除説 
 山本[2003a]によれば、費用控除説とは、政府が財・サービスの供給に要する費用又は支出
を賄う財源として税収をみなす考え方である。但し、予算編成時においては費用又は支出見積
もりが使用されるため、決算段階で剰余又は欠損を生じることがある。 
 費用控除説を仕訳にすると、まず予算編成時に次のような仕訳をすると考えられる。 
費用 ×××／税金 ××× 
 次に費用発生時には次のような仕訳をする。 
税金から充当支出 ×××／費用 ××× 
 最後に決算時に税収に余剰が生じた場合は次のような仕訳をする。 
税金 ×××／○○○差額 ××× 
  
 
 
図表 4-9 持分説 
国    民 
政  府 
 （納税者）持分 
資本的支出 経常的支出 
出資 供給 
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 出典：山本[2005]p.277 
 
（２）負債説 
 山本[2003a]によれば、負債説とは、政府は予算執行の責務を有するので、納税による収入
段階では負債・債務として認識し、予算に規定された活動を実施した段階で収益として認識す
る考え方である。政府が国民等から徴収した税収は現金の流入を生じるが、それはあくまでも
議会で承認された予算執行を行うための財源であるから、予算で定められた経費・内容に充当
された時に、収益に振り替える。すなわち、政府は国民に対してサービスを提供する義務があ
るので、税金の徴収があった時点では、税収は国民に対する債務として性質を有すると考える
のである。但し、予算執行時に負債を収益に振り替えるので、最終的には税収は政府が国民に
提供したサービスの対価としての性格を有すると捉えているのではないかと推測する。 
 負債説と収益説の仕訳上の大きな違いは税収の収益認識時点である。負債説は予算執行時に
収益認識するのに対し、収益説は税収があったときに収益認識する点である。負債説を仕訳に
すると、まず税収があったときに次のような仕訳をし、現金は資産に、前受税金は負債に計上
する。 
現金 ×××／前受税金 ××× 
 次に予算執行時には次のような仕訳をする。この時点で前受財金を税金に振替え、税収を収
益として認識するのである。 
費用 ××／現金 ××× 
前受税金 ×××／税金 ××× 
 最後に決算時に税収に余剰が生じた場合は次のような仕訳をする。 
前受税金 ×××／○○○差額 ××× 
 
 
 
      税納付 ＝サービスコスト －利用者負担 
図表 4-10 費用控除説 
国    民 
政    府 
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  出典：山本[2005]p.277 
 
 税収の会計学的性質については以上のようなものがあるが、我が国ではその性質について、
特に収益説か持分説かで議論がある。桜内[2004b]は持分説を支持しているが、鵜川[2009]、亀
井[2008]、川村[2008]、清水[2007]、東京都・大阪府 [2010]、日本公認会計士協会[2008]は持
分説に否定的な立場を取っている。 
 なお、負債説については妥当とも考えられるが、①年度末には負債計上した税収はほぼすべ
て収益になるのであるから、初めから収益計上するのが合理的であること②納税者側では税金
を費用処理し、税金を徴収した政府側では負債計上するのは整合的ではないこと③会計学にお
いては経済的資源の増加要因として対応する概念は利益と資本であること、等の理由から負債
説はあまり議論されないのではないかと推測する。 
 そこで、第３節では持分説の考え方を、第４節では収益説の考え方をより詳しく整理してい
く。 
 
第３節 持分説 
 前節でも述べたが、持分説とは、山本[2003a]によれば、税の非交換取引性に着目し、税収
を対価性ある収益とみるのでなく、政府の持分増加となる財源とみなす考え方である。そして、
国民を国家の所有者として位置付け、税収は所有者からの拠出として扱うのが持分説である。
この考え方を強く支持しているのが、新地方公会計モデルの作成メンバーの一人である桜内氏
である。桜内氏は桜内[2004b]で、収益説と持分説の論点は国民と政府の関係をどう捉えるか、
言い換えれば「国家は誰のものか」ということであると述べ、税収は国民からの拠出であると
考える理由を以下（１）～（６）のように説明している。 
 
 
 
   納付（キャッシュイン）    
図表 4-11 負債説 
国    民 
政    府 
負債（サービス供給で 
 キャッシュアウト） 
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（１）エクイティ（衡平法）上の信託概念 
 まず、持分説では英米法におけるエクイティ（衡平法）上の信託概念を援用する。なお、我
が国の信託概念は大陸法の流れを汲む民法を理論的基盤としている。英米法ではコモン・ロー
（普通法）とエクイティが並列して存在し、コモン・ローで妥当な結論を得られない場合の救
済法としてエクイティがある。信託概念はこのエクイティの領域で発展してきた。 
 まず、信託の概念は委託者、受託者、受益者の相互関係として表現される。信託に独特の法
律構成は受託者に高度の義務と責任を負わせ、その反射的な効果として受益者の権利を強化す
る方法を採ることである。すなわち、信託の設定によって受益者が取得する信託受益権は単な
る人に対する債権（弱い権利）ではなく、直接、目的財産の上に成立するエクイティ上の物件
（強い権利）としてより強い保護を受けるということである。 
 また、もう一つの特徴は、英米法は大陸法と異なり、信託の設定によって受託者が義務と責
任を負う対象は受益者（エクイティ上の物件を取得した者）に対してであって、信託の設定後、
委託者は信託関係から離脱することである（物権行為）。 
 さらに重要な点として、エクイティ上の委託者はまだ生まれていない者や具体的には誰なの
か確定していないものも含めて受益者として指名できる点である。 
 英米法でもコモン・ローでも信託関係を委託者と受託者間の契約関係として法律構成する他
なく、契約外の第三者等の保護を図るための法的な理論は持ち合わせていないのである。 
 
 
図表 4-12 英米法上の信託概念 
 
 
 
 
 
 
 
 
         出典：筆者作成 
 
委託者 
受託者 受益者 
譲渡契約 
（物権行為） 
責任を負う 
受託者に高度の義務と責任を負わせ、 
受益者の権利を強化する。 
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（２）政府の受託責任 
 上記の信託概念を政府と国民に当てはめてみる。委託者は政府に対して税という形で財産権
を移転する納税者としての国民である。受託者とは、納税者から税という形で財産権を譲り受
けた政府を意味する。ここで政府とは国会と内閣という国家機関を一体として捉えたものであ
る。受益者は受託者としての政府が様々な活動を行った成果としての便益を享受する地位にあ
る国民を指す。なお、委託者はまだ生まれていない者も受益者として指名できるので、ここで
いう国民には将来世代の国民も含まれることになる。 
 このモデルに即して言えば、受託責任とは、委託者からの財産権を譲り受けたものが、その
財産権の管理・運用について受益者の利益の方向性に合致するよう行動すべき義務と責任を意
味する。これを政府と国民の関係に当てはめると、納税者（委託者）は税という形で財産権を
政府（受託者）に譲り渡すことによって法律関係から離脱するが、それと同時に政府（受託者）
は現役世代・将来世代を含む全国民（受益者）に対して受託者責任を負うことになる。 
 
図表 4-13 政府の受託者責任 
 
 
 
 
 
 
 
    出典：桜内[2004b]p.104 を基に筆者作成 
 
（３）国家は誰のものか 
 上記のように国民と政府の関係を信託説に基づいて考えると、国民（委託者）は政府（受託
者）に対する納税者（委託者）として位置付けられると同時に、政府（受託者）の財政活動の
受益者として位置付けられる。政府が受託者責任を負う対象は納税者としての国民ではなく、
受益者としての国民である。 
 従って、受益者としての国民から見れば、国民（受益者）が、政府に対する「信託受益権」
を有するものとして法律構成されることになる。ここで「信託受益権」とは、エクイティ上の
委託者 
受託者 
受益者 
受託者責任の設定 
信託（税金） 
国民 
・運用、処分に関する意思決定 
・政策形成 
・財、サービスの供給  等 
受託者責任 
受託者責任の遂行 
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信託概念に従えば、政府財産（信託財産）に対するエクイティ上の物件（一種の無体財産権）
であるとされる。 
（４）信託概念と法人理論 
 では、「信託受益権」すなわちエクイティ上の物権とはどのような法的性格を有しているの
であろうか。これについて信託概念と法人理論の関係に関するエピソードを紹介する。世界最
大の損害保険会社であるロイズ海上保険協会やロンドン証券取引所といった組織が、比較的近
年に至るまで信託概念によって組織化され運営されていた。つまり信託概念を用いることによ
っても、株式会社と同様の機能を果たすことができたのである。 
 具体的には①出資者（委託者）②永続的に業務執行を行う複数の受託者③事業の内容や方向
性に関する意思決定に関与するという株式とほぼ同様の権利（信託受益権）を有する受益者が
存在する。この場合、受益者の有する信託受益権は株式会社の実質的所有権という意味での株
式とほぼ同様の法的性質を有するものと解される。 
（５）国民持分の概念 
 前述の理論を国民と政府の関係に当てはめると、国民（受益者）が政府（受託者）に対して
有する信託受益権とは、国家の実質的な所有権を意味するものといえる。 
 この信託受益権を会計上の概念に置き換えると、政府資産（信託財産）に対するエクイティ
上の物件は、政府が保有する純資産に対する残余又は最劣後の権利（residual claim）、すなわ
ち、持分権（equity）を意味することとなる。従って、国民が有する持分権として「国民持分」
と呼ぶことができる。ここで「国民持分」とは、政府の全ての負債を控除した残余の資産に対
する利益（interest）を意味する。従って国民持分の金額は、資産と負債の差額として計算さ
れる純資産（net assets and/or net worth）の金額に一致する。 
 以上に鑑みれば、国民は公会計上、国家の実質的所有者・持分権者であり、株式会社におけ
る株主と同様、その組織の内部者たる構成員として位置付けられる。すなわち、国家は国民の
ものということになる。 
（６）国民を国家の所有者として位置付ける持分説 
 政府という会計主体の側から見れば税はあくまでも信託財産の受入、すなわち損益外の純資
産（持分）の増加であって、政府が提供する財・サービスの対価として政府の外部者から得ら
れる収益ではない。現在の我が国において、政府という会計主体の所有者は誰か、すなわち国
家は誰のものか、という問いに対して、それは国民のものであると答えるのが自然である。こ
れを素直に考えれば、主権者たる国民から政府に対する拠出である税は「持分（損益外の純資
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産の増加）」として処理すべきである。 
 以上が、桜内氏が桜内[2004b]で説明している持分説における税収の会計的性質と処理方法
の考え方である。では、収益説ではどのように考えるのであろうか。次の節で収益説の考え方
を整理する。 
 
第４節 収益説 
 第２節でも述べたが、収益説は、広義には税収は政府が国民に提供するサービスの対価とし
ての性質があると考えるものである。そして、鵜川[2009]、亀井[2008]、川村[2008]、清水[2007]、
東京都・大阪府 [2010]、日本公認会計士協会[2008]など多くの方がこの考え方を支持している。 
 収益説の考え方は持分説の考え方に比べ、いたってシンプルである。 
 まず一つ目の理由は、税収は政府が国民に提供するサービスの対価としての性質があるとい
うこと。もう一つの理由は、これが最も多く主張されるのであるが、税収は国民からの拠出と
いう性質を有さない、というものである。資産負債アプローチに基づけば、純資産の増加をも
たらす取引のうち、資本取引以外は広い意味での収益であると考えるからである。この観点か
ら、公会計における税収による純資産の増加を収益とみる考え方が成り立つ。なお基準モデル
においても資産負債アプローチを採用していることから（総務省[2006]第 33 段）、公会計の分
野において資産負債アプローチを採用することについては異論が無いように思われる。 
 また、もう一つの理由として、鵜川[2009]のように、そもそも公会計の分野に企業のような
資本拠出者は存在しないという主張もある。 
 非常に簡潔ではあるが、これが収益説の考え方である。 
 税収が国民からの拠出という性質を有さない理由については次章第１項で取り上げる。 
 
第５節 新地方公会計モデルにおける税収の処理方法の問題点 
 第２節で述べたように税収の処理方法については様々な考え方があるが、基準モデルでは、
税収は「主権者としての住民からの拠出」と考え持分説を採用し、税収は純資産変動計算書に
計上する（総務省[2006]第 134 段）。総務省方式改訂モデルは持分説を採用するわけではない
が、純資産の変動項目を一括表示することがより明瞭であるとして、純資産変動計算書に計上
している（総務省[2006]第 146 段）。一方、東京都会計基準では収益説を採用している（東京
都[2005]第３章３（１）①）。この節では新地方公会計モデルにおける税収の処理方法の問題点
について指摘していく。 
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第１項 税収を国民からの拠出とする問題点 
 基準モデルは持分説を採用し、持分説では、住民を企業会計における株主に相当するものと
し、税収を拠出としている。ここで企業会計における拠出という概念は、鵜川[2009]、清水[2007]
及び日本公認会計士協会[2008]によれば以下のような性質を有する。 
①拠出は拠出者の主体的意思に基づいて行われる。 
②経済的持ち分を形成する。 
③剰余の分配権を有する。 
④売却、交換、移転、償還が可能である。 
⑤拠出者の意思に基づく「一定の維持拘束性」又は「基準値性」が求められる。 
 しかしながら、納税は拠出者である国民の主体的に基づいて行われるわけではないし、地方
公共団体に対する持分も有しておらず、剰余の分配権も無い。納税額によって議決権比率が変
わることはないし、国からの保障が増えるわけでもない。また売却、交換等も当然にできない
し、拠出者の意思に基づく「一定の維持拘束性」又は「基準値性」もない。従って税収はこれ
ら５つの性質を全く充たしておらず、税収を資本取引とすることは経済的実態を適切に反映し
ていないといえる。日本公認会計士協会[2008、pp.39-40]は、「主権者としての住民を民間企
業の所有者と類似した概念と捉え、主権者たる住民との移転取引を民間企業における資本取引
に相当するものと捉えているものと思われる。しかし、住民は主権者であるものの、地方公共
団体に持分を有しているわけではないなど、経済的な意味で地方公共団体の所有者ではないと
考えられる。地方公共団体の経済的側面を示す財務報告においては、政治的な意味での所有者
（主権者）であるかではなく、経済的な意味での所有者であるかに焦点を当てることが適切と
考えられる。」と指摘している。鵜川[2009、p.102]は「住民は、主権者であるが、住民の主
権者としての権利は納税という事実によって付与されているものではなく、税収は「所有者か
らの拠出」でないことは明らかである。」と指摘している。亀井[2008、p.16]は、「法的概念
としての国民主権または住民主権についていえば、それ自体を否定する見解は通常まずあり得
ないと想定して差し支えないが、問題はそれを直ちに国民または住民の財産権に置き換えるこ
とができるかという点である。」と指摘し、川村[2008、p.30]は「企業会計では、拠出資本と
する選択肢があるが、公会計（公企業の会計は除く）ではそのような選択肢はとりにくい。拠
出資本とするためには、所有者から見た持分の存在が重要であり、公会計では持分の存在を前
提とはしていないからである。」と指摘している。また、山本[2003a、p.124]は、「出資にか
かる持分が経常的経費に充当されることと持分なり正味資産の概念をどのように関連づける
 72 
のかという問題を有している」と指摘している。 
 これに対し、基準モデル策定メンバーの一人である桜内氏は、税収を拠出とする根拠を桜内
[2004b]において、英米法におけるエクイティ（衡平法）上の信託概念を援用して、国民は信
託概念における受益者であり、エクイティ上受益権は株式とほぼ同様の権利を有し国民が政府
に対して有する信託受益権は、国家の実質的な所有権を意味すると主張している。 
 ここで問題となるのが税金に国民からの政府に対する信託としての性質を有するのか否か
である。税金が信託としての性質を有するのであれば税収の処理方法について信託概念を援用
することもある程度理解できる。ただ、大陸法の流れを汲む我が国の法律においてなぜ英米法
におけるエクイティ上の信託概念を援用しなければならないのかという疑問は残る。しかし第
４章第１節で租税の根拠について検討したが、税金は国民の政府に対する拠出であるという考
え方も、国民から政府に対する信託であるという考え方も一切存在しない。経済学、財政学及
び租税法学における租税の根拠は義務説と利益説であり、国民からの拠出や信託に結びつく考
え方は無い。また英米法の流れを汲むイギリス、アメリカにおいても税金を国民からの政府に
対する信託という考え方は存在しないし、現にイギリス、アメリカの公会計では税収を収益と
して処理している。なぜ英米法の流れを汲む国でも採用されていない税金は国民からの政府に
対する信託という考え方を我が国で突然導入したのか疑問である。さらに、信託は委託者の自
らの意思で受益者のために受託者に財産を移転させるが、国民は税金を自らの意思で納めてい
るわけではない。税金を国民からの政府に対する信託と考えるのはいささか無理があるように
思う。 
 また、桜内[2004b]は「国家は誰のものか」という議論を投げかけ、その答えは国民である
から税収を資本計上することは妥当であると述べている。この問いは「国家は誰のためのもの
か」という問いと「国家は誰の所有物か」という問いが混同されているように思う。「国家は
誰のためのものか」という問いについては、もちろんその答えは国民のためのものであるとい
える。しかし「国家は誰の所有物か」という問いに対しては、会計学の観点からは国民と答え
ることはできない。国民に国家の所有権はないし、税金に国民の国家に対する拠出や信託であ
るという考え方は一切存在しないからである。 
 また、説明責任についての観点からも鵜川[2009、pp.102-103]は「総務省方式（基準モデル）
のように、税金を出資とみなす考え方には、住民との間で出資関係を擬制することで住民に対
する地方公共団体の公的説明責任の所在を説明しやすいという点がある。しかし、理論的に説
明できない出資関係を擬制しなくとも、資金提供者（住民）と資金受領者（地方公共団体）と
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の間に一種の受託関係が設定されたとみなすことにより、公的説明責任についても説明するこ
とは十分に可能であると考えられる。」と指摘している。 
 以上のことを踏まえると、税金は国民の政府に対する拠出であるという考え方は存在しない
のであるから、税収を資本計上するのは経済的実態に即していないといえる。 
 それどころか、収益説における税収は政府が国民に提供するサービスの対価としての性質が
あるという考え方は、租税の根拠における利益説と整合的ではないかと考える。憲法 30 条「国
民は、法律の定めるところに、納税の義務を負う」という条文が、利益説の考え方も含まれる
と解釈されるのであるならば、税収は収益として処理するのが自然であり、経済的実態に即す
ると考える。 
 
第２項 損益情報のディスクロージャーの問題点 
 新地方公会計モデルでは税収を純資産変動計算書に計上している。税収を純資産変動計算書
に計上することは前項のような問題があり、ディスクロージャーの面からも問題があると考え
られる。そこで、公会計における財務報告の目的が問題となる。 
（１）公会計の目標 
 まず、現在公会計分野で何を目的とした活動が行われているかといえば、民間企業における
経営手法を公的分野に導入することである。この活動は 10 数年前から活発に行われている。 
 では、なぜ公会計分野に民間企業に経営手法を導入する必要があるのだろうか。それは我が
国の社会構造の変化にある。バブルが崩壊する以前、我が国の経済は成長を続けていたため、
税収は豊富にあり財源が不足するということはあまりなかった。しかし、バブル崩壊後の景気
低迷により税収は減尐し、その一方で景気刺激策としての財政出動や、高齢化に伴う社会保障
費の増大など、支出は増加していった。その結果、国や地方自治体は多額の借金を抱えること
になってしまったのである。そこで、公的分野にも財政状態や収支等の透明性を確保し、コス
ト意識を高め、税金を有効活用することが求められたのである。 
 しかし公的分野には財務諸表がなく、また予算重視であったため、財政状態や収支等の把握
するための環境や道具である会計が無かったのである。すなわち公的分野には PDCA サイクル
における C と A が存在しなかったのである。また財政状態や収支等の透明性を確保しように
も財務諸表が存在しないために透明性を図ることが難しかったのである。 
 そこで財政状態や収支等をチェックするために、財務諸表を作成することが必要になったの
である。 
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（２）公会計における財務報告の目的 
 しかし民間企業と公的機関では活動目的が異なるため企業会計における財務報告の目的を
公会計にそのまま導入することはできない。民間企業は利益を獲得することを目標とするのに
対し、公的機関は公共サービスの提供をすることが目的である。 
 企業会計における財務報告の目的は、「討議資料 財務会計の概念フレームワーク」第１章
財務報告の目的・序文によれば、「投資家による企業成果の予測と企業価値の評価に役立つよ
うな、企業の財務状況の開示にあると考える。」としている。では、公会計の目的はどのよう
になるのであろうか。 
 我が国の法務省[2006]第 23-24 段では次のように示している。「地方公共団体において財務
書類を作成する目的は、住民をはじめとする情報利用者が経済的または政治的意思決定を行う
に当たり、有用な情報を提供することにある。具体的には、地方公共団体の①「財政状態」、
②「業績」、③「純資産の変動」及び④「資金収支の状態」に関する情報の提供を意味する  
 また、公会計の基礎概念の観点からすれば、この財務書類を作成する目的は、地方公共団体
が住民に対してその責任を会計的に明らかにするという意味で、「パブリック・アカウンタビ
リティ」にある。具体的には、決算分析のための情報（以下「決算情報」という。）を会計的
に明らかにすることと、予算等の政策形成上の意思決定を住民の利益に合致させるための参考
情報を提供することを意味する。」 
 簡単にいえば以下の２つが公会計における財務報告の目的であるといっている。 
①情報利用者が経済的または政治的意思決定を行うに当たり、有用な情報を提供すること。 
②住民に対してその責任を会計的に明らかにする 
 この点、米国政府会計基準審議会（GASB）の概念フレームワーク、米国連邦政府会計基準
諮問委員会（FASAB）の概念フレームワーク、国際公会計基準審議会（IPSASB）のコンサル
テーションペーパー「公的主体による一般目的財務報告に関する概念フレームワーク」におい
ても、公会計の目的について以下のような共通点があると川村[2010]は指摘している。 
「①受託責任または説明責任の遂行が重視されていること 
 ②利用者の意思決定のために有用な情報を提供することが公会計の目的として指摘されて
いること」 
 上記の２つは総務省[2006]における２つの目的とほぼ同じであるので、総務省[2006]におけ
る財務報告の目的は妥当なものであると推測できる。 
 だとすると、税収を純資産変動計算書に計上することが財務報告の目的を達成できるのかが
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問題となる。 
（３）税収の会計処理 
 税収は企業会計には存在しない公会計独特の収入である。では、公会計の財務報告の目的を
考慮した場合、税収をどのように会計処理することが適切であろうか。 
 これについて私は、税収は収益として処理し行政コスト計算書に計上すべきであると考える。
なぜなら、税収等が当年度の費用を賄うのに十分であったかどうかを明らかにする必要があり、
また政府収入の内訳を把握することができるからである。確かに企業会計と異なり、費用収益
の対応がないので、行政コスト計算書に計算する意味が無いとも考えられる。しかし、税収が
十分であるかどうかや、報告主体にどのような収入があるのかいった情報を提供することは、
財務諸表利用者にとって有用な情報であると考えるからである。 
 税収を純資産変動計算書に計上した場合、①税収が費用を賄うのに十分であるかが把握しづ
らい。②報告主体が大赤字であるかのような誤解を与える。③支払った税金に対して持分があ
るかのような誤解を与える。④報告主体の収入の内訳が把握しにくい。といった問題があり、
財務諸表利用者が誤解する可能性が高い。特に、税収が減尐し、介護・医療費等がますます増
加すると推定される現状においては、費用と財源のバランスを的確に把握する必要があると考
える。 
 国の財務業績が分からないのであれば情報利用者は意思決定を行うことはできないし、また
住民に対して責任を会計的に明らかにしたとはとても言い難い。 
 現在のように赤字続きの我が国の地方自治体において、税収を行政コスト計算書に計上せず、
税収が当年度のコストを賄うのに十分であったかどうかを明らかにしないことは、赤字隠しの
ための政策なのではないかという疑問も生じかねない。 
 そもそも、公的分野に民間企業における経営手法を導入する目的は、財政状態や収支等の透
明性を確保し、コスト意識を高め、税金を有効活用することである。税収を純資産変動計算書
に計上してしまっては、当初の目的が達成できないと考える。 
 以上のことから私は税収は行政コスト計算書に計上すべきではないかと考える。 
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おわりに 
 
 現在我が国の地方公共団体の財政状況は非常に厳しい状況にあり、過去には破綻してしまっ
た自治体もあった。そしてこのような状況を打開するための一つとして財務諸表の作成が進め
られた。財務諸表を作成していなかった自治体が財務諸表を作成するようになったことは我が
国の公会計分野において大きなな前進であったと思う。 
 しかしながら、総務省が作成し、地方公共団体に採用を促している新地方公会計モデルは第
２章で指摘したように様々な問題点を抱えているように思う。まず、総務省方式改訂モデルに
ついては複式簿記・発生主義を採用せず決算統計の組み替えで財務諸表を作成しているという
根本的な問題があり、会計とは言い難い状況である。 
 一方、基準モデルについては複式簿記・発生主義を採用しているものの、税収を純資産変動
計算書に計上している、ストック型の純資産変動計算書を採用している、決算統計のデータを
決算時期に一括して財務諸表の科目に変換する方法も認められているなど財務諸表の作成方
法に重大な問題がある。税収を純資産変動計算書に計上していては、費用と財源のバランスを
的確に把握することができずコスト意識を高めることはできないし、ストック型の純資産変動
計算書では明瞭性を著しく欠いてしまう。このような問題は抱えた財務諸表は国民に誤解を与
えるし、また予算を作成する場合においても財務諸表が意思決定に有用な情報を提供せず、
PDCA サイクルの妨げとなる。これらの問題は我が国の財政状況考慮すると早急に改善される
べきと考える。 
 また、仮に基準モデルにおける問題点が改善されたとしても大きな問題がある。それは大多
数の地方公共団体が総務省方式改訂モデルを採用している点である。総務省方式改訂モデルは
複式簿記・発生主義を採用していないため、固定資産の状況が適切に把握できないといった問
題や、期中に財政状態を把握できなといった問題がある。このような問題を解消するために地
方公共団体は複式簿記・発生主義を導入すべきである。複式簿記・発生主義の導入には国が音
戸を取って地方公共団体に導入させるのも一つの方法ではあるが、東京都や大阪府のように各
地方公共団体が自らの自治体の財政状態にもっと危機感を持ち、自主的に複式簿記・発生主義
の導入を進めても良いのではないかと考える。もちろんコスト的な問題もあるだろうが、多額
の赤字を抱えている現状でそのような悠長なことは言っいる場合ではないと思う。 
 我が国の公会計は他の先進国に比べてかなり遅れていると言われており、アジア地域で複式
簿記を導入していない国は、フィリピン、パプアニューギニア、北朝鮮、日本だけである。必
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ずしも他の国に認められるような公会計基準を作れば良いというわけではないが、我が国の危
機的な財政状態を克服するには最低でも他の先進国に遜色のない制度を整える必要があるよ
うに思う。 
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